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松下電器の「社会

「モノづくり立社」を

司会●企業の活動がますますグローバル化し、人々の価値観

も多様化する中で、ステークホルダーの皆様は企業に対してど

のような社会的責任を求めているのでしょうか？

福島●CSRに欠かせない根本的なことは2つなのではな

いでしょうか。第一に企業と社会、特にお客様との信頼関

係の構築です。嘘をつかない、誠実であること。そうした

福島 敦子 キャスター・エッセイスト

松下電器の経営理念は「本業を通じた社会への貢献」、すなわち、モノづくりを通じたCSRの実践で
す。「環境経営の推進」「コンプライアンスの徹底」「情報セキュリティの強化」を基本に、さらに製品品

質を徹底追求していきます。世界中の従業員に対しても、ワーク・ライフ・バランスを取りながら持て

る力を最大限に発揮できる、働く場を実現します。

▲

今、求められる「企業の社会的責任（CSR）」

トップメッセージ「松下電器のCSR経営」

企業でなければつきあうことができないのは、個人の人間

関係と全く同じです。その点からすると、何か問題が起きた

り、企業にとって都合の悪い情報が出た場合、まだ内輪の

論理で行動し、隠蔽体質の企業が多いのが気になります。

もう1つは、企業には当たり前のことを当たり前にやって

欲しいということです。例えばメーカーであれば、製品の

安全性は何よりも大切ですし、食品会社なら衛生管理は

最優先すべきテーマです。当たり前のことを徹底してやり

キャスター・エッセイスト
数多くの企業・経営者への取材経験を持ち、コミュニ
ケーション、環境、地域再生、農業など、現代社会の
問題をテーマにした講演やフォーラムでも活躍。

ふくしま・あつこ Atsuko Fukushima

P r o f i l e
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的責任（CSR）」とは?

通じた「CSR経営」の実践です。

大坪●お客様との信頼関係がCSRの基本だとのお話が

ありましたが、松下電器はCSRという言葉が広く使われる

以前から「企業は社会の公器」という経営理念を掲げ、行

動してきました。

創業者は「企業と社会は別ものではなく、一体のもので

ある」と考えました。企業と社会を別ものと考えると、企

業は社会から要請されたルールを守る、いわば受身の姿

勢になります。しかし企業も社会の一員と考えると、社会

にとって本当に正しいことは何なのか、自らが考えるよう

になると思うのです。そういう考え方が大切であるという

ことを今、「企業の良心」という言葉で社内に訴えていま

す。2007年度からの新・中期計画では成長をスローガン

松下電器産業株式会社 取締役社長 大坪 文雄

松下電器産業株式会社　取締役社長
オーディオの生産技術部門、シンガポール製造子会社社
長、オーディオ事業部長、パナソニックAVCネットワーク
ス社社長を経て、2006年6月より現職。

おおつぼ・ふみお　Fumio Ohtsubo

P r o f i l e

▲

にしていますので、いろいろな数値目標を立てています。

数値目標に果敢に挑戦するのは当然なのですが、その時

に本当に社会の一員として松下電器の責任を果たせてい

るのかを自問する姿勢を忘れてはならないと思います。

福島●CSRはそうした身近で心に響く言葉をリーダーが

語り続け、組織が共有することが大切だと思います。

司会●昨年6月の社長就任以来、「モノづくり立社」を標榜し、

折に触れてこの言葉を繰り返し訴えてこられましたが、この「モ

ノづくり立社」を通じての「CSR経営」の実践についてお話し

いただけませんか。

松下電器の経営理念と「CSR経営」について

とげることがCSRの基本だと思います。



トップメッセージ「松下電器のCSR経営」

大坪●「モノづくり立社」とは実際にモノを作るということ

だけではなく、開発・設計から生産活動、資材調達、品質

保証、アフターサービスまでがひとつの流れになって初め

て我々のミッションが達成できるということです。松下電

器は、そんな当たり前のことをどこよりも着実に実践でき

る会社でありたい。そういうことを発信し続けなければな

らない、また、自分の行動でそれを示さなければならな

いと考えています。

福島●グローバルで事業活動が展開される今、大坪社長

のお考えはますます重要性が増していますね。すべての

事業に関わっている組織や人々に、国や文化を越えて共

通のCSRの意識を浸透させていくことは非常に難しいで

しょうが、企業にとって不可欠なことです。

大坪●家電商品は今や、想像し得なかった範囲で長期間

使われているということが分かってきました。ですから

我々は従来よりも長いスパンで廃棄されるまでのことを

考える必要があります。環境のことも含めグローバルで

何が起こっているのか、我々の責任でしっかり把握して対

応していきたいと思います。しかしその過程の中で、我々

だけでは解決し得ない問題もあります。各部品メーカー

様やお取引先様と共通の目標・価値観を持って、目標達

成のために互いに切磋琢磨しながら取り組んでいくことが

大切です。

司会●最近商品やサービスの面でお客様の信頼を裏切るよ

うな出来事が多発しています。残念ながら当社も例外ではあ

りません。このような状況について感じておられること、メー

カーに対するご期待やご要望についてお聞かせください。

福島●松下電器でも FF式石油暖房機などの残念な事故

がありました。しかし、情報を隠すことなく公開し、最後

の一台まで回収する姿勢で臨まれていることに、メーカー

の安全に対する責任がいかに重いかを改めて痛感させら

れます。企業が問題に直面した際、逃げることなく、お客

様第一の立場に立てるか、それは消費者との信頼関係を

何よりも大切にしているかの試金石でもあります。

大坪● FF式石油暖房機の件は、本当に起こしてはならな

いことを起こしてしまったと思っています。我々は完璧を

期して商品の開発・生産を行っているつもりですが、やは

り想像し得ないことが起こることもあります。その時、隠

蔽せずに状況をいち早く社会に告知し、スピーディーに対

応していくということが極めて大事で、企業として当たり前

キャスター・エッセイスト 福島 敦子 大坪 文雄 松下電器産業株式会社 取締役社長

製造業である松下電器にとって、製品の品質は生

Atsuko Fukushima

▲

▲

メーカーとしての製品責任のあり方について

「モノづくり」=商品を生み出すプロセス全体

開発

商品企画
デザイン

設計

調達

製造

品質

マーケティング
サービス

Panasonic商品
National商品

スタッフ スタッフ



ド競争は、全従業員の社会人としての成長、この集合体

の競争なのだと思います。松下電器では、全従業員がど

う自己実現したいのかをまず意識して、明確に目標設定

する人事制度が定着しています。

また個性を持った人を組織に溶け込ませ、同化するの

ではなく、さまざまな価値観や能力、才能を持った人を

うまく「入り交じらせる」ことが今の経営では非常に重要

なのではないかと思います。多様性が増すとどうしても

摩擦が生じます。しかし、その摩擦が組織の成長の推進

力になり、松下電器の大きな競争力の源になると思いま

す。ワーク・ライフ・バランスを全員が意識し、オープン

なコミュニケーションとオープンな組織風土によって、会

社としての透明性も確保していきたいと考えています。
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のことです。我々はこのことを念頭に置いて、これからも

間違いのない対策を続けていきたいと考えています。

福島●これまで不祥事のニュースを見ていると、企業に

とって悪い情報ほど責任者まで上がってこないケースが多

い。そうした情報をスピーディーにトップに伝える組織の

風通しの良さや仕組みづくりが日頃からできていること

が、CSRを実践する上で欠かせないことだと思います。

大坪●そうですね。おっしゃるように悪い情報をスピー

ディーに上げていくことは非常に大事です。それと同時に

私が心がけているのは「現場現物主義」です。これは何か

不具合が起これば、その状況を責任者が自分の目で確か

めるということです。今、品質に問題があった商品は、事業

のトップ全員ができるだけ実際に目で見て議論しています。

例えばA商品で起こった問題であっても、B商品や他の製

造拠点のX商品でも起こり得る可能性があると考え、情報

の共有化を推進しています。これらを徹底していくことで、

確固たるCSRの体質づくりにつながると考えています。

司会●一人ひとりが生活や家庭と仕事を調和させる「ワー

ク・ライフ・バランス」という言葉があります。働くことへの価値

観が多様化していますが、企業への期待をお聞かせください。

福島●社員は企業人である前に、生活者でもあるわけで

す。特に生活に密着した製品をつくる松下電器ですから、

プライベートが充実していてこそ仕事に対する意欲や、生

活を豊かにする製品の創出につながっていくのではないで

しょうか。また多様化の時代ですから、極端に言えば誰も

が違うものを欲しているという状況もあると思います。松

下電器のようなグローバルカンパニーは、世代や性別だ

けではなく国籍や文化、宗教も違う多様な人材が集まっ

ています。その多様性、個性が最大限に発揮できるワー

クスタイルを提供していくことも、組織の強さにつながっ

ていくと思います。

大坪●現在、グローバルな企業競争は、過酷なほどのス

ピードでダイナミックに展開されています。企業は経営の

質を高めて進化しなければなりませんが、現在のスピー

命線。絶対に守らなければなりません。

Fumio Ohtsubo

松下電器産業株式会社　役員
CSR担当室担当

鍛治舍　巧
かじしゃ たくみ

ワーク・ライフ・バランスによる働きやすい
社会へ

対談司会

Web panasonic.co.jp/csr/message/対談の映像は　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をご覧ください



経営概要

本社社名　　　　松下電器産業株式会社

本社所在地　　　大阪府門真市大字門真1006番地　TEL:06-6908-1121（代表）

連結対象会社数　653社、持分法適用会社数 71社、従業員数 328,645人（2007年3月末現在）

Web 詳しい関連情報は panasonic.co.jp/company をご覧ください

Web 詳しい関連情報は ir-site.panasonic.com/jp/ をご覧ください

事業活動の概要（2006年度）

電工・パナホーム

その他

デバイス

AVCネットワーク

アプライアンス

デジタルカメラ分野別売上高
（単位：億円）

地域別売上高
（単位：億円）

地域別従業員比率

売上高　　　: 91,082億円（102%）
税引前利益　:   4,391億円（118%）
当期純利益　:   2,172億円（141%）

2006年度（前年比）

松下電器はグローバルな SRI※

インデックスに採用されています。
※SRI:社会的責任投資

松下グループの商品部門別区分は、映像・音響機器や情報・通信機器の「AVCネットワーク分野」、家電電化機器等の「アプライア

ンス分野」、一般電子部品や半導体等の「デバイス分野」、松下電工（株）の「電工・パナホーム」、「日本ビクター」、FA機器や産業機

器等の「その他分野」の6つの分野となっています。

※2007年4月にヘルスケア事業をパナソニック四国エレクトロニクス（株）に
統合しました。

事業ドメイン 事業ドメイン会社・グループ会社

AVC
固定通信

移動通信

カーエレクトロニクス

システム

●パナソニックAVCネットワークス社
●パナソニックコミュニケーションズ（株）
●パナソニック モバイルコミュニケーションズ（株）
●パナソニック オートモーティブシステムズ社
●パナソニックシステムソリューションズ社
●パナソニック四国エレクトロニクス（株）

AVCネットワーク分野 （2007年3月31日現在）
事業ドメイン 事業ドメイン会社・グループ会社

半導体

ディスプレイデバイス

電池

電子部品

モータ

●半導体社
●松下電池工業（株）
●パナソニック エレクトロニックデバイス（株）
●モータ社
●その他

デバイス分野

事業ドメイン 事業ドメイン会社・グループ会社

家庭電化/住宅設備

/健康システム

照明

環境システム

●ホームアプライアンスグループ
●松下ホームアプライアンス社
●松下冷機（株）
●ヘルスケア社
●照明社
●松下エコシステムズ（株）

アプライアンス分野

事業ドメイン 事業ドメイン会社・グループ会社
●松下電工（株）
●パナホーム（株）

電工・パナホーム

事業ドメイン 事業ドメイン会社・グループ会社
●日本ビクター（株）

日本ビクター

事業ドメイン 事業ドメイン会社・グループ会社

FA ●パナソニックファクトリーソリューションズ（株）
●松下溶接システム（株）
●その他

その他

日本ビクター

37,494

12,274

11,269

16,981

6,386

6,678 日本
46,165

米州
13,811

欧州
12,180

アジア
10,681

中国
8,245

日本
44.3%

米州
7.7%

欧州
4.4%

アジア
25.3%

中国
18.3%

プラズマテレビ

ルームエアコン ななめドラム洗濯乾燥機

カーナビゲーション

ワンセグ用チップチューナー

高速モジュラーマウンター

UniPhier（ユニフィエ）®システムLSI
ホームAV用
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トップメッセージ「松下電器のCSR経営」

経営概要

目次・報告テーマについて

松下電器のCSRへの取り組み

＞＞＞経営理念と中期経営計画における「CSR経営」の実践

＞＞＞「CSR経営」を支えるマネジメント

役に立つ商品・サービスの創出

＞＞＞品質・CS・ユニバーサルデザイン

＞＞＞情報セキュリティの強化

製品安全問題への対応と未然防止の取り組み

地球環境との共存

健全な社会への貢献

＞＞＞コンプライアンスの徹底

＞＞＞グローバル調達

＞＞＞企業市民活動

優れた職場環境の実現

2006年度の成果と今後の課題、ウェブサイトの紹介

第三者意見

報告書 制作プロセス

目次

編集体制

グローバル企画委員会編成
当社グループ社員計 16名（海外地域 4名を含む）による企
画委員会を発足。

報告テーマ選定

ステークホルダーの関心事分析
過去 3年間にわたり、当社に寄せられたさまざまなステー
クホルダーの関心事（延べ3,900件）を集計・分析し、報告
テーマを選定。

報告内容チェック

マネジメントによる内容確認
取締役・役員が、当社にとって重要な項目がカバーできてい
るかを確認。

社外の声

ステークホルダーからの評価
CSR構成要素ごとに主要なステークホルダーからご意見を
いただき、各ページに掲載。

松下グループのCSR報告体系図

環境データブック 
（冊子） 

社会貢献活動レポート 
（冊子） 

CSR（企業の社会的責任） 
（ウェブサイト） 

企業市民活動 

（ウェブサイト） 

環境活動 
 
 

（ウェブサイト） 

環境データファイル 
事業体・工場別データ 

環境詳細情報 

社会・環境報告（当冊子） 

社会性詳細情報 

参考にしたガイドライン

環境省「環境報告書ガイドライン2003年度版」
グローバル・リポーティング・イニシアティブ（GRI）
「サステナビリティリポーティングガイドライン2006」

ガイドライン対照表は、panasonic.co.jp/csr/guide/を
ご覧ください。

対象範囲

期　間：年間実績データは、基本的に2006年度（2006年4
月1日～2007年3月31日）ですが、活動内容は一
部2007年度も含みます。グラフの年表示は、年度
で記載しています。

組　織：松下電器産業株式会社と国内・海外関係会社

データ：グループ連結対象会社を基本としていますが、「環

境報告」は環境マネジメントシステムを構築している

全事業場を対象としています。

表紙について

当社にとっての重要度 

高い 

大きい 

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
関
心
度 

報告書に掲載 

ウェブサイトに 
掲載 

報告テーマ絞り込みのイメージ図

上肢リハビリ支援スーツ「リアライブ」は、
片側の上肢がまひした人のリハビリを
支援するウェアラブル（装着型）ロボット
です。スーツを装着して健常な腕を曲
げることで、まひしている腕に取り付け
られた人工筋が連動して腕を動かし、
患者自身がリハビリ訓練を行うことがで
きます。（詳しくはP12をご覧ください） 専用のコンプレッサー

（左）でゴム人工筋に圧
縮空気を入れて使用



「CSR経営」の実践にあたり、ステークホルダーへ

の果たすべき4つの責任を明確にしています。ま

た、それらの取り組みを全社一丸となってすすめる

ために、松下グループのCSRの推進フレームワーク

を整理しました。

グローバルレベルでの厳しい経営環境の中で、

特に現代社会の共通した課題として認識しているの

が、「環境経営の推進」、「コンプライアンスの徹底」、

「情報セキュリティの強化」です。これらを、松下グ

ループの「CSR経営」の 3つの大きな基本（ミニマ

ム・ライン）とし、お取引先と「CSR経営」を共に実

践していく「グローバル調達」活動、世界中のすべて

の従業員のために優れた働く場を提供していくため

の「人権・労働・安全衛生」への取り組み、お客様へ

の商品・サービスで実現する「品質・CS・ユニバーサルデザイン」、そしてフィランソロピーなどの「企業市民活動」の７つの領域を

私たち松下グループのCSRの推進フレームワークとしました。さらに、世界中のステークホルダーの要請に正面から向き合い、積

極的な対話を行っていくことも重要な要素です。そして、活動のすべての原点として、「スーパー正直」の姿勢で取り組んでいきます。

松下電器は創業以来、「企業は社会の公器であり、事業活

動を通じて社会に貢献する」を経営理念に掲げ、すべての

事業活動の原点としてきました。常に社会やお客様を基軸

としたこの理念の実践こそが、私たち松下グループの社会

的責任そのものです。

松下電器は、今年度より3年間にわたる新・中期計画

「GP3計画」をスタートしました。「GP3計画」の骨格は「モノ

づくり立社」の実現により、グローバルエクセレンスへの挑戦

権獲得をめざした成長へのフェーズチェンジです。グローバ

ルに増販を達成しながら、会社として進化していく「グローバ

ル・プログレス（Global Progress）」、グローバルで高収益を

実現する「グローバル・プロフィット（Global Profit）」、そして

世界中で信頼されるブランド「グローバル・パナソニック

（Global Panasonic）」の「3つのGP」の達成をめざしていき

ます。この「GP3計画」の中においても、「CSR経営」の実践

が全地域に向けて強く打ち出されています。

松下電器のCSRへの取り組み ＞＞＞ 経営理念と中期経営計画における「CSR経営」の実践

松下グループCSR推進フレームワーク

グローバルな推進体制

役に立つ 
商品・サービス 
の創出 

行政・地域社会 

株主・投資家 

NPO/NGO取引先 

従業員 

オープンな 
社会との対話 

より透明な 
説明責任 

優れた 
職場環境の 
実現 

地球環境 
との共存 

健全な社会 
への貢献 「CSR経営」の実践 

持続可能な社会の実現 

情報セキュリティの強化 

コーポレートガバナンス・内部統制・リスクマネジメント 

コンプライアンスの徹底 

環境経営の推進 

グローバル調達 人権・労働・ 
安全衛生 

品質・CS
ユニバーサルデザイン 企業市民活動 

企業は社会の公器 

環境 
人類と地球環境との共存 ユビキタスネットワーク社会の実現 

社会 

お客様 

ドメインCSR推進会議 

連携 連携 

地域CSR推進会議 

職能連携 

法務部門 品質部門 環境部門 

北米 

P

C

A D

事業ドメイン 

P

C

A D

CSR担当室 CSR政策諮問委員会 
取締役会 

社長 

全社CSR会議 

Plan

Check

Action Do

全地域で、「CSR経営」を推進していくため

には、世界中の33万人の全従業員一人ひと

りが、日々の事業活動の中で着実に実践して

いくことが不可欠です。そのために、松下電

器では全社でグローバルな推進体制を構築し

ています。トップによる「CSR経営」の発信が

瞬時に全地域に共有・浸透されることに加え、

各地域、さまざまなステークホルダーの要請

や期待がタイムリーに事業活動に反映される

よう、社長を議長とする「全社CSR会議」をは

じめ、各地域、各事業ドメインでの PDCAを

展開しながら推進に取り組んでいます。
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コーポレートガバナンス

グループ全体に関わる重要な業務執行を決定し、取締役

の職務の遂行を監督する取締役会と、取締役会から独立し、

取締役の職務の執行を監査する監査役および監査役会によ

るコーポレートガバナンス体制を構築しています。また、事

業ドメイン別経営体制に基づき、各事業ドメイン会社にさら

なる権限委譲を徹底するとともに、コーポレート戦略におい

てはグループの総合力を結集するため、国内外のグループ

をまたがる横断的な執行責任者制度として「役員制度」を採

用しています。取締役会は、グループ全体に関わる経営案件

について、スピーディーで戦略的な意思決定と健全で適切

なモニタリングの両立を行うべく、「役員」との機能分担の明

確化を図っています。一方、グループの事業が広範多岐に

わたるという実態をふまえ、それぞれの事業に精通した執行

責任者が取締役会に参画する体制をとっています。

内部統制

「経営理念」と「内部統制システムの整備に関する基本方

針」を指針として、当社のグローバルな経営戦略・事業活動

を支える安心・安全な経営基盤としての内部統制システム

の構築を図っています。具体的には、当社の内部統制をつ

かさどる「コンプライアンス委員会」「G&G（グローバル＆グ

ループ）リスクマネジメント委員会」「ディスクロージャー委員

会」が、それぞれの役割で相互に連携をとりながら活動する

とともに、経営レベルの仕組みづくりのみならず、全従業員

の意識・行動の定着、企業風土の醸成までを意識した取り

組みを推進しています。

松下グループ行動基準

経営理念の実践指針としてグローバル統一の「松下グルー

プ行動基準」を制定、各社の取締役会等の決議により採択

し、松下グループの取締役・役員および従業員33万人が確

実に順守・実践するため、教育・研修の仕組みを構築し、そ

の運用強化に向けた取り組みを行っています。

社内ホットライン

より風通しの良い、オープンで透明な企業風土を確保する

ための制度として、「企業倫理」、「公正取引」、「イコールパー

トナーシップ相談」、「フェアビジネス」、「グローバル企業倫

理」および「監査役通報システム」の6本のホットラインを本

社に配置しています。事業ドメイン会社、関係会社および

地域統括会社においても適宜、ホットラインを設置・運営し、

課題の早期解決を図っています。

G&Gリスクマネジメント活動

グローバルに一元的・網羅的なリスク情報の収集・評価

を行うとともに、事業経営と一体化させたリスクマネジメン

ト活動を推進しています。このための体制として、本社の職

能・部門を代表する取締役・役員で構成される「G&Gリスク

マネジメント委員会」に加え、事業ドメイン会社・関係会社に

も同様の委員会を設置し、グローバルかつグループ横断的

に対応できる体制を構築しています。具体的には、年 1回、

事業計画策定と連動して、全事業ドメイン会社、関係会社お

よび関係職能によるリスクアセスメントを実施。優先度の高

いリスクに関して、迅速・的確に対応を図るとともに、対策

進捗のモニタリングを行っています。

また、大規模自然災害リスク対策として事業継続計画

（BCP）の策定に取り組んでいます。特に発生確率の最も高

い（50年以内に80%以上の確率）地域に立地するグループ

会社では、2009年度までにBCPを策定します。

今後は自然災害リスクに限らず、例えば新型インフルエン

ザの大流行など、事業を中断する危険性の高い他のリスク

に対してもBCPを策定していきます。

＞＞＞「CSR経営」を支えるマネジメント

選任 

監査 

選任 

選任 

権限委譲・監督 

グループ総合力 
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監査 

会計監査 

取締役会 

株
主
総
会 

監督機能 

監査役会 

会計監査人 

監査機能 

コーポレート戦略 
の意思決定機能 グループ関係会社 

（事業ドメイン会社） 
海外会社 
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（事業ドメイン会社） 

その他事業部門・ 
研究部門・職能など 

営業部門 

海外部門 

役員 

執行機能 

ガバナンス体制
取締役会・役員・監査役会の機能



役に立つ商品・サービスの創出 ＞＞＞ 品質・CS・ユニバーサルデザイン

P
D
P
の
無
鉛
化
を

世
界
に
先
駆
け
て
実
現
!

松下電器は2006年 11月、世界で初めて※プ

ラズマディスプレイパネル（PDP）全機種で鉛の使

用を廃止しました。PDPの無鉛化に関しては、鉛

の代替材料の技術開発が困難とされ、2006年

7月にEU（欧州連合）で施行されたRoHS（有害

物質使用制限）指令では適用除外項目になって

いました。しかし、世界中のお客様にお使いいた

だく商品として、無鉛化を実現しなければならな

い、という強い思いがありました。研究を重ねた

結果、ビスマスガラスという代替材料にたどり着

きました。そしてビスマスガラスの不安定性を抑

える独自の添加剤の開発、ガラス成分以外の材

料組成を見直すことで、鉛ガラスに近い特性を

持ち、高い安定性が確保できるビスマス金属へ

の代替化を可能とし、世界に先駆けてPDPの無

鉛化を実現しました。

世界で初めて実現したプラズマパネ
ルの無鉛化。決め手は新素材の発見
でした。
鉛を使わないプラズマディスプレイパネルを開発

河瀬 覚

※2006年11月2日発表



洗濯から乾燥までを全自動で行う洗濯

乾燥機は、忙しい方たちから高い支持を

いただきました。しかし乾燥まで行うとな

ると電気代がかさむため、購入を躊躇され

る方もおられました。そこで松下電器では、

ドラム式洗濯乾燥機に改良を加え、省エネ性能

に優れたドラム式洗濯乾燥機を開発しました。エアコ

ンと同じ「ヒートポンプ（熱交換）」方式を衣類乾燥機に応用

し、消費電力・水の使用量・乾燥時間を従来製品の約半分

に抑えるとともに、乾燥による衣類の傷みもほとんどないと

いう、画期的な性能を得ることができました。ヒートポンプ

を衣類乾燥機に応用するアイデアは以前からありましたが、

限られたスペースに高性能なコンプレッサーを音や振動の

問題なく収めるのが課題となっていました。しかし、エアコ

ン、冷蔵庫の最先端技術を取り入れるなど、総力を挙げて

この問題を解決しました。
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人と環境に優しい洗濯
乾燥機を熱意で開発

Web panasonic.co.jp/csr/value/high/詳しい関連情報は　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をご覧ください

環境に貢献するヒートポンプ方式を
なんとか実現したいという思いで一
丸となって取り組みました。
ヒートポンプななめドラム洗濯乾燥機を開発

朝見　直

ドラム内の温度をあまり上げず、ヒー
トポンプで除湿した乾いた空気で洗
濯物を乾かすので、熱に弱いウールや
化繊類も乾かせるようになりました。



役に立つ商品・サービスの創出 ＞＞＞ 品質・CS・ユニバーサルデザイン

照明は日本の家庭の消費電力

量の第 2位（約 16%）※2を占め、

省エネ化・長寿命化を進めること

は極めて重要です。松下電器は電

球形蛍光灯の省エネ化・長寿命化にいち早く取り組み、

2006年度には、シリカ電球に比べて消費電力を80%カット

し、10倍の長寿命を実現した電球形蛍光灯「パルックボール

プレミア」を発売しました。これからも環境に優しい省エネラ

ンプの開発に取り組んでいきます。

「省エネ」電球形蛍光灯
を、社会に広げたい

デジタル家電の進化に伴い、システム LSIに搭載するソフ

トウェアの開発負担増が深刻な経営課題となっています。

松下電器では、この課題を解決するためにデジタル家電を

コントロールするLSIおよびソフトウェアのプラットフォームを

統合する「ユニフィエ」を開発、さまざまな機器への導入を進

めています。これにより、各製品が持っているノウハウを他

の製品に転用するといった水平展開も可能になり、開発効

率が着実に向上しつつあります。

画期的なシステムLSIが、
ソフト爆発を解決

UniPhier®（ユニフィエ）システムLSIシリーズ　
左より、パーソナルAV用、ホームAV用、携帯電話用、カーAV用

ランプの省エネは、地球温暖化防止のため
に大きな効果があります。また長持ちする
ことにより取り替えの手間が減り、ユニバー
サルデザインも実現しています。

電球形蛍光灯の開発責任者

飯田 史朗

「ユニフィエ」の導入によって、携帯電話をはじ
めとするデジタル家電の開発効率が向上して
います。今後は、デジタル家電商品のネット
ワーク連携によってお客様への新しい利用価
値を提案していきます。

「ユニフィエ」の
プラットフォーム開発者

藤川 悟

※2.ECCJ省エネルギーセンター
「生活の省エネルギー 家庭の省エネ大事典」より

業界No.1※1の長寿命、省エネを実現した
電球形蛍光灯「パルックボールプレミア」

※1.2007年6月現在、国内電球形蛍光灯において
（無電極タイプをのぞく）



日本には約140万人の脳卒中患者がおられ、後遺症で手

足が不自由になる方もいます。松下電器の社内ベンチャー企

業アクティブリンク（株）は、NEDO技術開発機構※の委託を受

け、上肢リハビリ支援スーツ「リアライブ」の2008年度の製品

化に向け開発を進めています。「リアライブ」は、脳卒中の後遺

症で右半身や左半身に麻痺が残る方を支援するリハビリ用

スーツです。このスーツを装着することで、患者さん自らがリ

ハビリテーションを積極的に行うことができ、モチベーション

の向上・維持を図るとともに、自発的なリハビリテーションの

実現をめざします。（関連情報をP6でご紹介しています。）
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地上デジタル放送の普及に伴い、車の中でも高画質のテ

レビ番組を受信できるようになり、さらに楽しい世界が広が

ります。松下電器は、この技術を安全・安心にも活かしまし

た。カーナビステーション「ストラーダ」は、災害時に地上波

デジタル放送の緊急警報を受信すると、ハードディスクに収

録された最寄りの広域避難場所※の地図を自動的に表示し、

避難をサポートします。

進化した高機能カーナビゲーション

※NEDO技術開発機構：民間企業だけでは実施できない研究開発を、産業
界・大学・公的機関などの広範なネットワークと公的資金を活用して推進す
る機構。

※広域避難場所：大災害時に一時的に
避難する場所。

自発的リハビリを支援する「リアライブ」

日本におけるETC※1（自動料金支払いシステム）搭載車

の台数は2007年 4月に累計で1,700万台を超え、料金支

払い時に繰り返す停車・発進が無くなることで、渋滞が緩和

されるとともに、ETC導入前に比べ料金所付近でのCO2排

出量が約38%削減※2されたと言われています。

松下電器は発売当初から、ドライバー

が道路から視線をそらさずに料金確認が

できる音声案内機能を搭載。また、誤操

作を防ぐイジェクトボタンや、文字・ボタン

の大型化など安全性にも配慮しています。

快適で環境にやさしい運転に貢献する

「ストラーダ」では、これまでも、事故多発地帯
に近づくとドライバーに知らせる機能を搭載
するなど、安心・安全にこだわってきました。

地デジ対応カーナビ「ストラーダ」 ソフト開発リーダー

田中 享二

長く使うモノなので、やさしさ、フィット感、安
全性にもこだわり、ユニバーサルデザインを
追求しました。これからも技術の力で、人々の
さまざまな不便を解消したいと考えています。

アクティブリンク株式会社　社長

藤本 弘道

ETCは快適なドライブだけでなく、地球温暖化
防止にも貢献していることを誇りに感じ、より
良い商品開発に取組んでいきたいと思います。

ETC車載器の開発責任者

中村 雅彦 ※1 ETC: Electronic Toll Collection System
※2 2006年度、国土交通省調べ

ETC車載器



役に立つ商品・サービスの創出 ＞＞＞ 品質・CS・ユニバーサルデザイン

「ありがとう、助かったわ」。電話口からお客様のはずんだ

声が聞こえると相談員からも笑顔がこぼれます。松下電器

は2006年４月、分散していた相談部門を一元化し、お客様

満足の向上のために「総合コンタクトセンター」を設立しまし

た。お客様の相談にお答えするだけでなく、お客様の生の

声を商品開発や経営にまで反映させる機能も期待されてい

ます。2007年度からはレベルアップのために「相談員ライセ

ンス制度」も導入しています。

お客様の声を
商品づくりに
活かす!

パナソニック カスタマーコールセンター社（PCCC）では、

お客様に心から満足していただくXCS※活動を展開していま

す。特にアフターサービスはXCSにつながる重要な「お客様

接点」であると位置づけ、中でもプラズマテレビをお買い上

げいただいたお客様向けに「プラズマコンシェルジュプログ

ラム」を導入しました。コンシェルジュ専用のフリーダイヤル

を設け、専任のスタッフがお客様のお問い合わせに対応して

います。コンシェルジュプログラムの導入以降、高い評価を

得て、プラズマファンも着実に増加しています。さらに業務

の IT化や効率化を進め、各製品担当者に電話を自動転送

するシステムも導入し、他の製品でも「待ち時間30秒以内」

の目標を達成しました。PCCCではこの「プラズマコンシェ

ルジュプログラム」で培ったノウハウを活かし、他の製品にも

展開していきたいと考えています。

北米で「超お客様満足（XCS）」
を徹底追求

※ XCS: Extreme Customer Satisfaction（超お客様満足）。

30秒

お客様の声は、使用実態などの周辺情報も
含んだ貴重な「泥つきタマネギ」のようなも
のです。これまでは芯の部分しか共有できて
いなかったお客様の声を、泥つきのまま社内
に届けるのも私たちの役目です。

ナショナル パナソニックお客様ご相談センター

小谷 紀子

お客様に当社の商品を「また買いたい」「周り
にも勧めたい」と感じていただくためには、提
供するサービスに単に満足いただくだけでは
だめ。心から満足していただく「超お客様満
足」を実現することが重要です。

「プラズマコンシェルジュプログラム」テクニカルサービス

ホセ メイトス

お客様の声をもとに、光るボタンと音声による
操作案内機能を搭載したパーソナルファクス

※ウェブサイトでは、お客様の声やサービスエンジニアの声を商品づくりに
活かす事例をご紹介しています。

panasonic.co.jp/csr/qcu/case_cs.html



Web panasonic.co.jp/csr/value/high/詳しい関連情報は　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をご覧ください
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UD

中国の生活を知り、
商品を開発する
松下グループは、2005年3月に「中国生活研究センター」

を設立しました。当センターでは、総勢 5名の中国人研究

員が生活者の視点から、中国のお客様が家電製品に求める

ニーズの仮説を立て、それに基づいた新商品の企画や検証

を行っています。そのために広大な中国の地域ごとの生活ス

タイルを把握すべく、家庭訪問調査やグループインタビュー

などの徹底したフィールド調査を展開しています。さらに中

国人の生活に根ざした独自の家電製品を開発するため、現

地の大学とお客様の潜在ニーズや商品コンセプトを広く探

る共同研究も開始しました。

ユニバーサルデザインの研究・開発は、これまで国内中心

で先進的に取り組んできましたが、使いやすさにも国民性や

地域性があることが分かってきました。そこで、パナソニック

サンノゼ研究所（PSJL）に、世界中の研究メンバーが参加する

「ユーザーエクスペリエンス※研究グループ」を設立しました。

その成果は数々の製品に反映され、現在は日本の研究所と

共同で新しいデザインコンセプトを開発しています。今後、

欧州・アジアなど各国、各地域で展開していく予定です。

市場を捉えたユニバーサルデザインの追究

※ ユーザーエクスペリエンス：使い勝手や使いやすさはもちろん、使用感や機能への
満足度など、製品を使うことで得られる総合的な満足度。

PSJLで評価を行ったデジタルカメラ

私たちの研究の目標は、新しいユーザーエク
スペリエンスの開発により、ユニバーサルデザ
インの実現に大きく貢献することです。

米国のお客様にとって使いやすい商品を研究する

ルカ リガツィオ

日本に留学していたので、日本と中国両方の
生活文化が理解できます。中国の生活者の立
場で普段の生活シーンから新しい発見をして
いき、具体的な提案にどんどん結びつけてい
きます。

中国で生活研究を担当する

王　仁



松下電器は、優れた製品やサービスを通じて、お客様

に満足と信頼をお届けすることをめざしています。そのた

めには、技術情報を含むさまざまな情報を多くの社内外

の関係先と共有して活用しなければなりませんが、情報セ

キュリティは、これを安心して行うための基盤です。

また、さまざまなステークホルダーの財産とも言える貴

重な情報を守るためにも、情報セキュリティの強化に取り

組んでいます。

具体的には、世界共通の情報セキュリティ規定を体系

化。世界同一の情報セキュリティレベルが保持できる組

織や仕組みを整備し、より安全な情報管理・運用に取り

組んでいます。

情報セキュリティの基本的な考え方 2006年度の総括と今後の課題

2006年度は、情報セキュリティレベルの向上とマネジ

メントシステムが自律的に機能する組織をめざし、ほぼ達

成することができました。2007年度は、さらなるレベル

向上とマネジメントシステムの強化をグローバルに推進し

ます。

情報セキュリティ事故の防止には、常に最大限の注意

と努力を続けていますが、グローバルに事業を展開する

なか、現時点では残念ながらパソコンの紛失やメールの

誤送信など情報セキュリティ事故の根絶には至っていませ

ん。そこで、事故発生時に迅速に本社に報告する仕組み

を整備しました。その結果、世界中どこで起きた事故に

もスピーディーな対応ができるようになりました。特に万

一、個人情報関連事故が発生した際には、お客様の安全

を最優先に考え、迅速にお客様に報告するとともに、事

故情報の公開と指導官公庁への報告を速やかに行いま

す。また、事故を隠さない風土づくりを進め、「世界一情

報セキュリティに厳しい会社」をめざしていきます。

松下電器の企業活動では、お客様の個人情報、お取引先企業の企業秘密や取引情報など、多くの「お預かり
情報」を保有することが必要となります。これを漏えいや流用などのリスクから守る仕組みと体質を築くことに
より、お客様や関係先から安心してお付き合いいただける会社をめざしています。

2007年 3月現在、全世界で372人の ISM（Infor-
mation Security Management）プロフェッショ
ナルと673人の監査リーダー、2,663人の監査員が
情報セキュリティ強化に取り組んでいます。

松下電器独自の情報セキュリティ資格保持者

お客様に安心してお付き合いいただける
会社をめざして

ISMプロフェッショナル/372人
監査リーダー / 673人　
監査員 / 2,663人

情報セキュリティ本部
本部長

金子 啓子

役に立つ商品・サービスの創出 ＞＞＞ 情報セキュリティの強化



松下電器が、役員から新入社員まで例外な

く、グローバルかつ統一的に情報セキュリ

ティを徹底している点は、とても評価でき

ます。今後の課題は、どのようにして一人

ひとりの意識や日々の行動にまで、情報セ

キュリティを浸透させるかですね。

ステークホルダーからのご意見

この3年間、社員に対する教育やルール違反への厳正
な措置などで、従業員の意識は大きく変わってきまし

た。今後は ITによる統制や業務フローへの落とし込み
など、さらなる仕組みづくりを進め、定着させていきた

いと考えています。

当社の考え方

株式会社野村総合研究所　執行役員　
関西支社長

栃澤　正樹　氏
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グローバルに同じレベルの情報セキュリティをめざす

世界中のお客様に安心してお付き合いいただける企業となるには、グロー

バルに同じレベルで情報セキュリティを確保する必要があります。そこで松

下グループでは、世界257社で共通の規定に基づいた情報管理策を実施

しています。各社で従業員全員に情報セキュリティ教育を行っていますが、

その教材は英語をはじめ中国語、タイ語、マレー語、インドネシア語、スペ

イン語、ポルトガル語など10カ国語に翻訳されています。また年2回のグ

ローバル会議では、各地域の地域統括会社と各事業ドメイン会社とともに

課題を共有し協力体制を推進しています。

Web panasonic.co.jp/csr/value/sec/詳しい関連情報は　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をご覧ください

日本における個人情報保護の定着と風土改革の取り組み

松下電器では、お客様情報や社員情報などの個人情報は、最も大切に

扱うべき機密情報だと考えます。そこで取り組みの1つとして、松下グルー

プの国内37社で、プライバシーマーク取得を推進しています。プライバシー

マークは、厳正な審査に基づき、個人情報を管理するための基準やマネ

ジメントシステムが整備されている事業者に与えられる認定マークです。

2007年3月時点では、松下電器産業（株）をはじめとするグループ32社が

プライバシーマークを取得しました。

現地従業員による情報セキュリティ対策を推進

情報セキュリティ対策は、従業員一人ひとりの業務に徹底される必要が

あります。各地域統括会社のローカル幹部を中心に、現地従業員の情報

セキュリティ施策実施を推進。地域統括会社の ISMプロフェッショナルが

主導し、推進内容の教育・指導を実施

しています。また情報セキュリティ監査

も現地の ISMプロフェッショナルが行っ

ています。

● 情報セキュリティが自律的に向上する組織づくり
● モノづくりにおける情報セキュリティ強化、等

昨年度の
コミットメント ＞
＞
＞



FF式石油暖房機事故に関しまして、市場対応にご協力いた

だいているあらゆる関係先様に感謝申し上げます。

松下電器は、2005年にFF式石油暖房機の一酸化炭素中毒

事故により、消費生活用製品安全法第 82条に基づく緊急命

令を受け「FF緊急市場対策本部」を設置しました。2006年 5

月1日づけで新設した「FF市場対策本部」が中心となって、同

日づけで重点地区に新設した「地区対策協議会」と連携し、継

続的に取り組んでいます。

現在「FF市場対策本部」の社員が14道県の重点地区に駐在

し、いまだ把握できていない製品の探索活動や、点検・修理

済みの製品の回収促進、状態確認などさまざまな対策活動を

行っています。また地区独自の活動として、北海道・東北地方

では暖房機メンテナンス会社の訪問調査、新潟では中越地震

の被災者仮設住宅の訪問調査、北海道・青森・宮城では民間

防音地域での探索活動、東北・北陸では転廃業店巡回探索活

動などを実施しました。高齢者介護施設、旅館、別荘、集会

所などの重点地区共通の「草の根探索活動」を加え、累計約

21万1千カ所の巡回訪問を行いました。引き続き、未把握台

数の多い寒冷地を中心に探索活動を推進するとともに、修理

情報、部材の販売情報などをもとに追跡調査を行っています。

FF式石油暖房機事故への対応

松下電器は、2001年5月から2004年3月に製造した卓上

型食器洗い乾燥機 2機種のうち、2001年 5月から2002年 5

月に製造した製品の事故防止のため市場対応を行いました。

当該機種において、機器内部へ浸入した洗浄水（泡）の影響で、

まれに発煙・発火に至る可能性があることがわかりました。松

下電器では事故防止のために新聞紙上での謹告、ウェブサイト

での告知などを実施し、無料で部品交換を行っています。

食器洗い乾燥機

松下電器・松下電工は、2005年6月から2007年1月に松

下電工が製造したマッサージ椅子の一部機種の事故防止の

ため市場対応を行いました。当該機種において、機器内部の

モーター電源線がまれに断線し、そのまま使用すると発煙・発

火に至る可能性があることがわかりました。事故防止のため

に新聞紙上での謹告、ウェブサイトでの告知、フリーダイヤル

の設置などを実施し、無料で点検・処置を行っています。

マッサージ椅子

2007年2月、山形でローラー活動をする山形ナショナル電機（株）女性メンバー

《 お問い合わせ先 》

●フリーダイヤル（電 話） 0120-872-773
●フリーダイヤル（FAX） 0120-870-779
受付時間（土・日・祝日を含む24時間）
対象機種などに関する詳細情報は下記のホームページでもご確認いただけます。

panasonic.co.jp/appliance/info/important/heating/
index.htm

●フリーダイヤル（無料） 0120-871-227

《お問い合わせ先》《お問い合わせ先》

●フリーダイヤル（無料） 0120-274-081
松下電工株式会社 電器事業本部 マッサージ椅子市場対策室

回収及び点検・改修の進捗状況（2007年3月31日現在）

販売台数
名簿把握　　　　　　　　　　　　　　　　

1.買替・廃棄済
2.回収または点検および改修
（1）回収
（2）点検・改修済
（3）点検残

152,132
106,019

30,337
75,682
72,418
3,237

27

松下電器は、FF式石油暖房機の製品安全問題に続き、新たに食器洗い乾燥機、マッサージ椅子の品質・安全問題
を起こしてしまいました。被害に遭われたお客様をはじめ、広く社会の皆様に多大なご迷惑とご心配をおかけして
おりますことを、改めて深くお詫び申し上げます。

製品安全問題への対応

2007年3月31日現在　名簿把握率69.7%

（単位：台）

対象機種などに関する詳細情報は下記のホームページでもご確認いただけます。

national.jp/wellness/info/important/massage_chair

対象機種などに関する詳細情報は下記のホームページでもご確認いただけます。

panasonic.co.jp/appliance/info/important/washing02/
index.htm
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シナリオ設計 

B
リスクの分析・低減 

C

データの蓄積、分析、研究 
E

ライフエンドの 
安全性評価 

松下電器安全規格 

市場・お客様 ●過去からの学習 

●ノウハウの 
　蓄積・共有 

A
●科学的分析手法 

●安全性評価手法 

●データベース 

D

 

安全最優先の意識を徹底させ、安全に対する意識をあらた

めて確認し、学び直す学習会を実施しています。2006年度の

「経営責任者品質マネジメント学習会」は、安全に特化して開催

しました。技術、製造、品質の各責任者が3人1組で参加した

「モノづくり三位一体品質学習会」は、安全確保のために導入

した手法について学んでいます。「製品安全現物学習会」は、過

去に不安全問題を起こした現物を使い、品質本部の解説員が

事故の内容や原因、対策、そこから得た教訓などについて説

明しています。学習会は国内事業場を巡回しながら47回開催

し、4,868名が参加しました。

ライフエンドとは、製品が充分に機能を果たし、役目を終え

る時のことです。これまでの製品設計ではいかに壊れない製

品をつくるかが重要なテーマでした。しかし、モノには必ず終

わりがあるという視点に立ち、壊れる時、あるいはリサイクル

や廃棄される段階においても安全を確保できるよう、設計段

階から検証を重ねています。

A.製品安全を学び直す
「製品のどこにどのようなリスクがあるのか」。あらゆる側面

からリスクを見つけ出すための科学的な手法を用いて分析を

行っています。見つけ出したリスクに対しては徹底した改善を

行い、リスクをなくしていきます。

ライフエンドを想定して設計し、リスク分析を経た製品は、

最終段階として、どういう壊れ方をするのか、あえて壊してみる

実験を行います。この過程で安全を確保できないものは、商

品として市場に出さない、安全なもの以外はつくらない、とい

う姿勢を貫いていきます。

材料の耐久度を把握するため、加速劣化試験など科学的な

評価手法を開発してデータを蓄積し、材料メーカーとも力を合

わせデータベース化を進めています。また市場情報をサービ

ス担当部署と共有し、松下グループ安全規格(MEISS)に随時

反映させ、総合的な安全規格の構築に取り組んでいます。特

に長期使用や不燃化対策、落下防止といった重要安全事項な

どは安全規格を一層強化しました。

C.リスクを徹底して分析し、低減

D.あえて壊す。ライフエンドの安全性を評価

E.データを蓄積、規格に反映
B.ライフエンドを想定したシナリオ設計

FF式石油暖房機事故をはじめとする製品安全問題への反省により、製品安全に対する取り組み方を大きく転換し
ました。安全についてあらためて学び直す「学習会」をスタートさせ、安全規格を改定・強化するとともに、安全を具
現化する商品の実現に全力で取り組んでいます。

安全なもの以外はつくらない。ライフエンドまで徹底して安全を確保。

Web panasonic.co.jp/csr/value/qcu/safety/詳しい関連情報は　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をご覧ください

製品安全を考え抜いた設計・モノづくりの強化

製品安全問題未然防止の取り組み

※

※シナリオ設計 製品・部材の劣化故障を想定した安全設計手法



地球環境との共存 ＞＞＞ 環境経営の推進

松下電器は、21世紀の事業ビジョンのひとつとして「地球環境との共存」に貢献することを掲げ、環境行動計画
「グリーンプラン2010」に基づいて環境経営を推進しています。そして、グローバルエクセレンスに向けたフェー
ズチェンジを示す新しいシンボル「eco ideas」の旗印のもと、一歩先のエコをめざした活動を実践します。

取締役
施設管財担当、品質担当、FF市場対策本部担当、
環境担当、リサイクル事業推進担当

大鶴 英嗣

2006年度の総括と今後の課題

基本目標である「家まるごとファクター」は、2006年度

目標の温暖化防止ファクター2.8を達成しました。

2006年度のGP開発率は、74%の目標を大幅に上回

る96%でした。また、2006年度のグローバルでのCF認

定率は78%で目標58%を達成することができました。

地球温暖化防止については、京都議定書の第一約束期

間のスタートが2008年に迫り、世界の関心が高まってい

ますが、松下電器の2006年度グローバルのCO2排出量

は413万トンで、昨年と同水準となる見込みです。

今後もCO2排出量をグローバルに抑制していくことが

大きな課題です。

96

地球環境との共存をめざして

%

2010年までの目標を定めたグローバルな環境行動計画

「グリーンプラン2010」では3つの基本目標を重点テーマ

として掲げ、環境負荷の低減に取り組んでいます。

●家まるごとで新たなくらし価値を創造

お客様の生活の質向上と環境への影響を低減すること

を「新たなくらし価値創造」として追求。その評価指標とし

て独自に『ファクターX』を開発し、2010年度には家まるご

とで温暖化防止ファクター5の実現をめざしています。

●すべての製品をグリーンプロダクツ（GP）に

温暖化・資源・化学物質の側面で基準を設定し、環境性

能を向上した製品・サービスをGPとして認定。工場出荷

金額ベースで全開発製品に占めるGPの割合をGP開発率

とし、毎年判定基準を高めながらも2010年度には90%

以上をめざしています。

●すべての工場をクリーンファクトリー（CF）に

全工場における環境負荷低減をめざし、「CF認定制度」

を2005年度より導入、各工場の環境負荷低減の取り組み

を評価し認定。全工場に対する認定工場の割合をCF認定

率とし、2010年度には90%以上をめざしています。

環境経営の基本的な考え方

2006年度
グリーンプロダクツ（GP）開発率
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「新たなくらし価値」が 
人々に支持されることで 
持続可能な社会の実現に貢献 

生活の質をより高く 新たな 
くらし価値 

社会へ波及 

環境への影響をより少なく 

安心・安全 快適・便利 ユニバーサル 
デザイン 

選択の多様性 

温暖化 資　源 化学物質 

Web panasonic.co.jp/eco/data_file/詳しい関連情報は　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をご覧ください

新たなくらし価値創造の考え方

グリーンプラン2010

新たなくらし価値

グリーンプロダクツ(GP)

クリーンファクトリー(CF)

項目

家まるごとファクター
温暖化防止ファクター
資源ファクター

5（1990年度比）

3（1990年度比）

クリーンファクトリー認定率 90%以上
（2000年度比）

指標 2010年度目標2006年度実績

※1  評価製品の温暖化防止効率 ÷基準製品の温暖化防止効率
※2  評価製品の資源効率 ÷基準製品の資源効率

一貫した目標と着実な実践で環境経営を推進

毎年年初に発表する経営方針や「グリーンプラン2010」

に基づき、松下グループの年次環境活動方針や重点計画を

策定しています。毎年 2月に環境運営委員会を開催し、そ

の内容を従業員に周知徹底。事業ドメイン会社ではこれを

反映したGP開発計画やCF3カ年計画を策定し、計画達成

に向けて環境経営を推進しています。

6月には 2回目の環境運営委員会を開催。前年度の確

定実績による活動総括を実施し、必要に応じて当年度の重

点活動を補強しています。また社外から環境分野における

有識者を招き、当社への提言などを聞く機会を設け、自己

満足に陥ることなく着実に環境経営を進化させるよう取り

組んでいます。

さらに10月には、世界各地域の環境部門代表者が参加

するグローバル環境運営委員会を開催。進捗状況を確認

するとともに、各地域や事業ドメイン会社の優れた取り組み

事例を共有化し、活動の高位平準化を図っています。加え

て次年度の環境方針や重点計画の検討に着手します。

このように年 3回開催する環境運営委員会を軸に、環境

経営の PDCAを力強く推進。「グリーンプラン2010」の目標

達成をめざしています。

Plan

Do

Check

Action

Do

Plan

Action

Check

コーポレート 
環境経営 

ドメイン 
環境経営 

環境活動方針／実行計画 
環境運営委員会 

環境運営委員会 
環境政策委員会 
 

環境パフォーマンス集計／環境業績評価 
環境会計／ステークホルダーによる評価 
第三者審査／情報開示 
 

各委員会／部会 
ドメイン環境会議 
リージョナル環境会議 

経営基本方針 
環境ビジョン 

グリーンプラン2010

グリーンプロダクツ開発率　 90%以上
（2000年度比）

2.8
1.6

78%

96%

環境経営のPDCAサイクル

※1

※2
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マレーシアの工場での省エネ活動
をCDMとして国連が承認

松下電器は地球温暖化防

止に貢献するため、クリーン

開発メカニズム（CDM）※によ

る世界的なCO2排出量削減

を進めています。マレーシア

の当社工場におけるコンプ

レッサー、ボイラーなど施設

原動設備の高効率機器の更

新など、CDMの条件を満た

す26件の省エネルギー対策を申請しました。これらに

おけるCO2排出量の削減は年間約 8,000トンになりま

す。2006年 2月に日本政府、7月にマレーシア政府、

2007年 3月には国連承認を受け、CDMに認定された

初の日本企業となりました。

スーパーGP製品「ななめドラム
洗濯乾燥機」が各賞を受賞

2005年度の「スーパーGP（グリーンプロダクツ）※」に、

ななめドラム洗濯乾燥機「NA-VR1000」を認定しました。

ヒートポンプ乾燥方式を採用した世界初の製品で、従来

の約 1/2の消費電力量と水使用量、乾燥時間を実現。

2006年日経優秀製品・サービス賞で最優秀賞・日本経

済新聞賞を受賞。また新機種「NA-VR1100」「NA-

VR1100R」は、第3回エコプロダクツ大賞・エコプロダク

ツ部門経済産業大臣賞、経済産業省の第17回省エネ大

賞で資源エネルギー庁長官賞を受賞しました。

※クリーン開発メカニズム（CDM）：先進国と途上国が共同で、途上国に
おいて温室効果ガス削減プロジェクトを実施し、その削減分の一部を
先進国が排出権として獲得することができるシステム。

中国での省エネルギーコンペで
CO2排出量5万3,000トンを削減
松下電器では、中国における省エネルギー活動を積

極的に行い、2004年度からの3カ年計画でエネルギー

管理体制の構築と省エネルギー診断の専門家の育成を

行いました。2006年度はパナソニックチャイナ（有）が主

体となり、213件（35社）の改善事例を集めた省エネル

ギーコンペを実施しました。優秀事例の水平展開を進め

ることで、2006年度は2005年度比で5万3,000トンの

CO2排出量を削減しました。

リサイクルのための「実証実験工場」

（株）松下エコテクノロジーセンター（METEC）は、役目

を終えた家電製品から資源を回収する一方で、「商品か

ら商品へ」をコンセプトに、リサイクルしやすい製品づく

りの研究を行っています。ここで研究開発された分解し

やすい製品設計・解体技術・材料は、松下電器の各部門

に随時フィードバックし、幅広く製品づくりに反映させて

います。資源の再利用・再商品化において廃棄物を限り

なくゼロに近づけるゼロエミッションにも取り組んでいま

す。2006年度は約67万台のリサイクル処理を行いまし

た。またMETECは、情報発信・教育の場として一般公

開しており、設立以来 6年間で世界各国から58,000人

の方々にご参観

いただきました。

● 製品における環境効率（温暖化防止、資源の有効利用）のさらなる向上
● 生産段階での環境パフォーマンスをグローバルに向上

製品を分解してリサイクル性を検討

昨年度の
コミットメント ＞

＞
＞

※スーパーGP:GPの中で「環境性能の
飛躍的な進歩・持続可能な社会の実
現への新トレンドを創る製品」として
認定したもの。

現地担当者と打ち合わせをす
る日本人技術者

工場設備の省エネルギー診断の様子



持続可能な社会の実現に必要な製品と

サービスの開発と普及は、新たな企業価

値を生み、持続可能な経済発展にもつな

がります。家庭用燃料電池の普及や、スー

パーGPの品目拡大と普及に向けた躍進
的なマーケティング活動に期待します。

ステークホルダーからのご意見

今後もスーパーGPの創出とその積極的な発信に努
め、持続可能な社会の実現に大きく貢献することをめ

ざします。頂いたご意見は真摯に受け止め、今後の計

画策定や活動の実践に活かすなど、次なるアクションの

原動力としていきます。

当社の考え方

国際NGOナチュラル・ステップ・ジャパン
代表

高見 幸子 氏
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※廃棄物処理法に基づき、財団法人日本産業廃棄物処理振興センター
が運営する、電子データによる産業廃棄物管理帳票システム。

バイオディーゼル燃料の導入推進

滋賀県草津地区の社員食堂から出される廃食油をバ

イオディーゼル燃料※にし、松下ロジスティクス（株）のハ

イブリッドトラックに活用しています。2006年7月には廃

食油の回収体制を滋賀県全域の松下グループ 7事業所

に広げ、精製したバイオディーゼル燃料を松下グループ

で使用する車両に利用しました。9月にはほかの事業者

へも呼びかけ3万2,300R/年を回収しました。また京阪

神地区でも実施し、2006年度は回収見込み7万R/年の

うち35%導入を完了しました。

※植物性の物質を利用してつくられる軽油代替燃料。

独自の産業廃棄物管理システム
「ETマニフェスト」を
日本国内全製造事業場に導入

2003年から産業廃棄物の排出事業者としての責任を

果たすために、産業廃棄物管理表（マニフェスト）をイン

ターネット上で管理する、「ETマニフェスト」を導入しまし

た。これはマニフェストを電子化してデータベースに登

録・保管し、一元管理するシステムです。さらに電子マニ

フェスト※も発行でき、GPSによる運行記録と廃棄物の

画像データで産業廃棄物の処理プロセスの管理が行え、

透明性も高められます。2006年度には松下電器の日本

国内全製造事業場（92事業場）で導入が完了しました。

PCB廃棄物の早期処理と汚染土壌
の浄化の取り組み

当社は、2003

年 1月に敷地内に

おける PCB（ポリ

塩化ビフェニル）入

りコンデンサーの

掘り起こしを公表し

て以来、グループを挙げて緊急安全対策および埋設物の

掘り起こしと適正管理、行政報告を実施してきました。

2005年12月までに10kg以上のトランス、コンデンサー

および PCBを含む油すべてについて、PCB廃棄物処理

会社である日本環境安全事業株式会社様への早期登録

申し込みを終了しました。現在はパナソニックエレクトロ

ニックデバイス松江（株）を除いて完了。同社も2008年

完了を目指して取り組みを順調に継続しています。

また、汚染土壌の浄化への取り組みとして、2005年5

月から約5カ月間、汚染土壌浄化実証試験を実施し日本

で民間初の土壌浄化に成功しました。今後もPCB廃棄

物・汚染土壌の早期処理を推進していきます。

廃食油
引き渡し

給油

給油スタンド
燃料利用

バイオディーゼル燃料
廃食油をプラントで
バイオディーゼル燃料
に精製

社員食堂における廃食油のバイオディーゼル燃料スキーム

松下グループ

ETマニフェスト 
データセンター 

排出事業者 
（マニフェスト情報） 

排出場所 

収集運搬事業者・廃棄物処理業者 
（マニフェスト情報・画像・位置情報） 

日本産業廃棄物 
処理振興センター 

登録 
参照 

登録 
参照 

廃棄物 収集運搬 処理場 廃棄物 

GPSによる 
位置情報取得 

ETマニフェストの運用イメージ



常務取締役
法務担当、全社リスク管理・情報セキュリティ・企業倫理担当、
リーガルコンサル＆ソリューションセンター担当、国際渉外担当

鹿島 幾三郎

33万人
「松下グループ行動基準」を共有する
取締役・役員・従業員数

松下電器は、「社会にお役立ちができているか」を判断基準として「やるべきこと」と「やってはいけないこと」と
の見極めができている会社、いわば「企業の良心」が浸透している会社でありたいと考えています。そのために、
自浄作用の働くマネジメントの仕組みをグローバルに確立し、正々堂々と事業を行うことで、コンプライアンス
の徹底に取り組んでいきます。

法令違反などの企業の不祥事に対し、社会の批判が集

中していますが、これはステークホルダーの企業に対する

信頼が揺らいでいることの表れです。

松下電器は、法令順守はもとより、高い倫理観をもっ

て透明性の高い経営に徹することで、ステークホルダーへ

の説明責任を適切に果たすことを基本的な考え方として

います。

そのために、経営理念実践の指針として「松下グループ

行動基準」を制定し、グローバルな統一基準として、国内

外の松下グループの取締役、役員および社員約 33万人

が順守を誓約しています。

また、社長が委員長を務める「コンプライアンス委員

会」において全社コンプライアンス課題を共有し、取り組

み方針を全社に発信しています。さらに、事業ドメイン会

社や海外の地域統括会社などに設置した法務部門、行動

基準順守担当取締役・役員、公正取引責任者、輸出管理

責任者や各職能責任者等を通じて、グローバルに事業現

場でのコンプライアンスの浸透を図っています。

コンプライアンス推進の基本的な考え方 2006年度の総括と今後の課題

松下電器は、コンプライアンス違反を絶対に起こさな

いという強い意思のもと、法令順守の徹底と企業倫理の

実践に向けた取り組みを行っています。従来より、各職

種・事業ドメイン会社・地域・国ごとに、業務内容や事業

特性、地域特性に応じて、必要となるコンプライアンスの

徹底を図ってきました。

2006年度は、これまでの取り組みに加え、「信頼され

る会社」の基盤となるコンプライアンス体制の確立と活動

の推進をめざして、「コンプライアンス強化月間」の設定な

ど、社内の他職能との連携による取り組みを全社に展開

しました。

また、海外の各地域統括会社の法務部門と、定期的に

会議を開催し、グローバルなコンプライアンスの徹底につ

いて具体的な議論を積み上げてきました。

2007年度は、これらの取り組みを継続して発展させ、

松下電器らしいコンプライアンスの確立と、「企業の良心」

を大切にする風土のさらなる醸成・定着に向けた活動を

グローバルに推進していきます。

「企業の良心」に基づき、正々堂々と！

健全な社会への貢献 ＞＞＞ コンプライアンスの徹底



コンプライアンスのための着実な取り組み

は高く評価できます。今後は、持続可能な

社会の実現のために、より一層、経営理念

をコンプライ（順守・調和）されることを期

待します。

ステークホルダーからのご意見

株式会社 インテグレックス
代表取締役社長

秋山 をね　氏
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コンプライアンスの全社取り組み
とグローバル展開

2006年度は、社内でのコンプライアンス風土の醸成を

目的として、国内において「コンプライアンス強化月間」（毎

年10月）を設定し、全社一元的な活動を推進しました。

期間中は、「松下グループ行動基準」の実践ツールとし

ての「コンプライアンス・ガイドブック」を松下グループの

約13万人の社員に配布しました。あわせて「コンプライ

アンス理解度チェック」（eテスト形式）を実施し、社員一

人ひとりが法令順守と企業倫理を自らの問題として理解

するための取り組みを実践しました。

2007年度は、海外の地域統括会社と連携して、この

取り組みを世界各地に拡大し、国・地域をまたがる課題

にも迅速に対応できるグローバルな体制の一層の強化

を図ります。

これにより、国・地域によって異なる文化や法律に応

じた、グローバルなコンプライアンスのさらなる徹底・

実践を行っていきます。

公正取引の取り組み

2003年 2月に公正取引委員会より排除勧告を受け

た、警視庁発注の交通信号機工事の営業活動について、

2006年3月に審判審決を受け、当社の独占禁止法違反

が確定しました。

この事実を厳粛に受け止め、再発防止策の推進状況

を「コンプライアンス委員会」に報告し、法令順守と高い

企業倫理の実践を全社に再徹底しました。さらに、国内

外の事業ドメイン会社の法務部門および公正取引責任

者による、現場主体の公正取引の推進を加速しています。

2007年度は、独占禁止法違反を引き続き全社の重

要リスクと位置づけ、順守状況のモニタリング機能の充

実強化に取り組みます。これにより、松下グループの公

正取引の取り組みを高いレベルで実践し、企業風土とし

て定着させることをめざします。

●コンプライアンスに関する企画・ルールの策定・推進・モニタリング等の
機能の充実強化

●グローバルに貿易コンプライアンスなどの各種取り組みを推進

昨年度の
コミットメント

＞
＞
＞

貿易コンプライアンスの取り組み

松下電器は、各国・各地域の安全保障輸出管理に関す

る法令順守を確実なものにするため、本社の通商・輸出

管理室の統括のもと、事業ドメイン会社や営業部門およ

び海外の各子会社に輸出管理責任者・担当者を配置

し、徹底を図っています。

2006年度は、当社の重要な生産・販売拠点である中

国での通関トラブルを根絶するため、日本・中国の関連

部門が主導して、関税法の順守状況に関する自主精査・

モニタリングの取り組みをすべての中国子会社で実施し

ました。

2007年度は、全社のグローバルなロジスティクス改

革の一環と位置づけて、事業場と一体になり、貿易コン

プライアンスの仕組みの確立に取り組んでいきます。

松下グループ行動基準

コンプライアンス・ガイドブック

当社は創業以来、「企業は社会の公器」という経営理念

をあらゆる活動の根幹としてきました。多様なステー

クホルダーとの良好なコミュニケーションを図りなが

ら、「企業の良心」に基づき、引き続きコンプライアンス

の推進をグローバルに取り組んでいきます。

当社の考え方



CSR調達の原点「クリーン調達宣言」

2004年11月に発表した「クリーン調達宣言」は、私た

ちのCSR調達活動の原点です。

購入先から会食・接待を受けないなど、従業員の行動

規範や順守事項を制定するとともに、相談窓口としてフェ

アビジネスホットラインを設置しました。

まず、自らがCSRに確実に取り組む企業である姿勢を

示すとともに、パートナーシップを組む購入先にもCSR

を求め、サプライチェーンを通じてのCSRの実現を推進

しています。

松下電器は、調達活動においてもCSR（企業の社会的責任）を実践します。
そして、すべての購入先にもCSR実践企業をめざしていただきます。
3年前に、RoHS指令対応を全世界の購入先9,000社に訴えたところ、見事に対応していただきました。この
ように、ハードルがあっても双方がともに乗り越えることで、真のグローバル企業のパートナーシップが実現しま
す。そのことが、松下グループの追求するお客様に満足いただける、価値創造への確実な一歩となると確信してい
ます。

①購入先の事前審査、②取引基本契約の締結、③取引

開始後の定期監査というサイクルをグローバル展開して、

優秀な購入先へ発注を集中し持続可能な社会に貢献して

いきます。2006年度には国内で主要購入先への発注比

率を70%強まで高めました。現在、購入先との取引基本

契約のグローバルでの締結を強力に推進しています。すで

に2006年度には、中国で全購入先に締結を完了。本年

9月までにグローバルで100%締結完了に向けて取り組

みを進めています。

また、従来の部材購入先を選定・管理する仕組みであ

るQCDS（品質・コスト・納期・サービス）や経営力、財務

力に加え、環境、人権・労働・安全衛生、情報セキュリテ

ィなどへの取り組みも評価の対象に含めた、「CSR調達評

価制度」を運営しています。

さらに、CSR調達をグローバルで徹底するために、2007

年 3月に中国で「CSR調達説明会」を実施（対象 2,300

社）。あわせて主要購入先との懇談会を通じて、生の声を

聞く取り組みを始めています。2007年6月までには、アジ

アや欧米の3,300社を対象に説明会を開催します。

2006年度の総括と今後の課題

CSRパートナーシップで価値創造

CSR調達の実践がなければ、社会から峻別される時代 

クリーン調達 

●自らを律し、 
　正しい取引を実践　 

思いやりと誠実さを 
基本とした 
「スーパー正直」 

環境革新の 
あくなき追求 

信頼と責任に基づく 
パートナーシップ 

●法令・社会規範の順守 

●地球環境との共存 
●禁止物質非含有 

●顧客・社会からの信頼 
●設計参画の絶対条件 

グリーン調達 

コンプライアンス 

情報セキュリティ 

人権・労働・安全衛生 

C
S
R
実
践
企
業
に
な
る 

C
S
R
実
践
企
業
と
取
引
す
る 

CSR調達の取り組み

常務役員
グローバル調達担当（兼）調達本部長
グローバル物流担当

山本 亘苗

購入先

9,000社

松下グループのCSR調達をともに
推進する全世界の主要購入先数

健全な社会への貢献 ＞＞＞ グローバル調達



違反の未然防止に全力・・・
コンプライアンスの徹底

事業活動の前提であるコンプライアンスについては、

日本国内における下請法、グローバル調達における関税

法など各国・地域の関連法令および社会規範を社会の

一員として順守し、公正かつ自由な競争を尊重して誠実

に調達活動を推進しています。

下請法に関しては、社内教育や監査を通じて基本を徹

底するとともに、ITを活用して万一ミスが発生しても違反

を未然に防止できる仕組みを構築しました。購入先にも

法令の順守について要請・徹底していきます。

7,100社に環境監査を実施・・・
「グリーン調達」の推進
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モノづくりには購入先との設計・開発段階からの密接

な連携が不可欠であり、機密情報の漏えいが起こらない

ようにするために、購入先において松下グループと同等

の情報セキュリティレベルの確保が必要になります。

このため、国内主要購入先約 3,400社の情報セキュ

リティレベルの自主チェック評価を実施しました。2006

年 12月に「購入先様向け情報セキュリティ基準」を公開

し、機密情報が共有できるレベルの達成を要請していま

す。あわせて改善支援のための研修会も実施しています。

2007年度は、グローバルでの情報セキュリティ推進活動

を展開します。

人間尊重・・・
人権・労働・安全衛生

取引基本契約に基づき、従業員の人権に関して①雇

用の機会均等、②差別的処遇の排除、③プライバシー

の尊重、④従業員との良好な関係維持、などを購入先

に要請しています。また、強制労働、児童就労、不法就

労の禁止や雇用条件に関する法令の順守はもとより、従

業員の健康への配慮、安全で快適な職場環境整備も求

めています。

当社は1999年に「グリーン調達」を開始し、環境に配

慮した調達活動をグローバルに推進してきました。

2003年 12月から2004年 4月にかけて、世界各地 16

拠点でグリーン調達説明会（約 9,000社の購入先が参

加）を開催し、RoHS指令対応の一環として購入先に特

定化学物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、特定臭素

系難燃剤）の①不使用保証書の提出（100%入手済み）、

②化学物質含有データの調査とデータベース（GP-Web

システム）への入力（90万点）などを要請してきました。

また、2004年度から、購入先に対し「環境品質保証体

制監査」を継続的に行い、2006年度は約 7,100社を実

施しました。今後は、サプライチェーンの源流まで遡って

購入先監査を進めていきます。監査結果に基づき、購入

先のレベルアップを支援する取り組みも行なっています。

また、調達における化学物質の監視体制を強化するため

に、蛍光 X線分析装置など400台を、国内外の全事業

場に導入しました。

それらの取り組みを経て、2006年 7月の RoHS指令

施行に先立ち、2005年 10月には業界に先駆けて対象

となる全商品についてグローバルで対応を完了しまし

た。現在、世界各国・地域では製品関連規制の法制化

が進んでおり、引き続き対応を強化していきます。

また、世界的に課題となっているCO2削減について

も、サプライチェーンを含めた対応を2007年度に試行、

2008年度に本格導入を図っていきます。

国内主要3,400社に自主チェック
・・・情報セキュリティの確保

「購入先様向け情報セキュリティ基準」説明会



健全な社会への貢献 ＞＞＞ グローバル調達

《 中国CSR調達説明会特別レポート 》 真のパートナーシップ構築をめざして

中国の購入先を対象にしたCSR調達説明会を、2007年

3月に上海・広州で開催しました。業界でも例を見ない

CSR調達の説明会に参加いただいたのは中国の購入先約

2,000社から2,300人。会議では、調達担当役員の山本

（現・常務役員）より、当社の中国事業の歴史とともにCSR

調達の考え方を説明しました。

その中で、当社の調達部門としてCSRを実践するととも

に、購入先にもCSR実践企業になっていただき、取引を続

けていきたいという基本の考えのもと、法令順守や情報セ

キュリティ、環境保護、人権尊重などのCSRに取り組む企

業と取引をしていく方針を説明。さらに、「クリーン調達宣

言」として、「公平」かつ「公正」な取引関係をグローバルで構

築し、調達プロセスの中に「私」を入れない正しい調達活動

の実践を宣言しました。最後に、購入先に対して、「CSRを

重んじる企業として、ともに努力、ともに成長、ともに繁栄

していこう」と呼びかけました。

クリーン調達宣言

中国購入先CSR調達説明会

公平かつ公正な調達活動を宣言

公平かつ公正な取引関係
調達のプロセスに「私」を入れない　
グローバルな購入先と公平かつ公正な取引を

正しい調達活動の実践
① 会社が認めた行事以外の会食の接待を受けない　
②ゴルフ・旅行等の禁止
③ 中元・歳暮等の受取禁止　
④ 金銭・小切手・商品券等の受取禁止
⑤ 未公開株、インサイダー情報による株式取得の禁止

取引のステップ・・・取引基本契約の締結と順守

取引は、①事前審査、②取引基本契

約締結、③監査評価、の手順で優秀な

購入先へ発注を集中していきます。万

一、購入先が取引基本契約の内容に違

反した場合は、速やかに改善対応を実施

し当社に報告するよう求めていますが、

報告内容により取引の縮小・停止を行な

うなど、厳正な対応も行なっています。

＜事前審査＞ 
当社の経営理念、 
CSR調達を理解、 
賛同いただくことを 
前提としています。 

＜締結＞ 
グローバルに 
全購入先を対象に 
取引基本契約を締結。 
すべての取引の 
基本となるもの 
です。 

＜監査評価＞ 
取引の開始後は、 
定期的に 
①QCDS評価、 
②経営評価、 
③CSR評価を 
実施して、取引の 
見直しをします。 

開 始 

優秀な購入先への 
発注の集中化 

契 約 評 価 



The Panasonic Report for Sustainability 2007 28

Web panasonic.co.jp/csr/social/pro/詳しい関連情報は　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をご覧ください

当社は松下グループと長くお付き合いしています

が、今回の説明会で、さらに強いパートナーシッ

プが求められていることを理解しました。上場企

業として法を守るのは当然であり、視点は利潤だ

けではないと考えています。ま

だ一部でCSRが認識されにく
い面もあるので、ぜひ松下電

器からのサポートをお願いし

たいと思います。

樹脂コンパウンダー

陳 義　様

松下電器の経営理念であり、CSRの基本精神とも
言える「事業を通じた社会への貢献」、「共存共栄」と

いう精神に感銘を受けました。CSRの推進におい
て、松下グループとのさらなる協力関係を築いてい

きたいと思います。

電子部品メーカー

吉澤 栄　様

李 建軍　様

中野 恵子　様

当社でもグローバル企業として成長していくのに不可欠な

CSR活動に取り組んでいく必要性を感じていました。今回
のCSR調達方針を機会に、「グリーン調達」、「クリーン調
達」、「コンプライアンス」などのコンセプトを、社員一人ひ

とりが理解・実践継続していけるよう取り組んでいきたい

と思います。真のエクセレントパートナーとしての企業価値

を高めていくために、全社的な意識改革とサービス向上

を、積極的に進めていきたいと考えています。

鉄鋼コイルセンター

これまでも松下電器とともに環境対応に取り組ん

できました。小さな会社なので要求に応えるのは

大変でしたが、結果として自社のレベルを向上さ

せることができました。松下電器のCSR調達方針
は参考にしていきたいと

考えています。

成形加工メーカー

施 耀華　様

当社もグリーン調達や情報セキュリティ、

品質などの取り組みを徹底してきまし

た。今回の会議で、企業は利益を追求

するだけでなく、社会的責任を果

たすべきだと改めて感じまし

た。自社の方針にも反映して

いきたいと考えています。

方 莉　様

劉 海清　様 児玉 宏樹　様

《 ステークホルダーからのご意見 》
松下電器は社会のさまざまなステークホルダーの方々との対話を行っています。
購入先とのパートナーシップをより高めるために、2006年度より全地域で購入先とのCSR対話会を始めました。
以下に、中国の購入先からいただいたご意見を、いくつかご紹介します。

2007年3月の中国での購入先とのCSR対話会の様子

情報機器メーカー



健全な社会への貢献 ＞＞＞ 企業市民活動

松下電器グループは、創業以来「社会の公器」として、

世界中の皆さまの生活をより豊かにし、世界文化の進展

に寄与することを経営理念として事業を進めてきました。

加えて、山積するさまざまな社会課題解決のため、「育

成と共生」を行動理念に、「子ども」「環境」「福祉」の3つを

重点分野として、21世紀の地球市民にふさわしいグロー

バルな企業市民活動に取り組んでいます。さらに、NPO

やNGOとも積極的に協働し、社員一人ひとりのボランティ

ア活動への支援も推進しています。

今後ますます社会の一員としての企業の活動が問われ

るなか、多くのステークホルダーの皆さまと協力し、より

良い社会に向けて着実に貢献していきます。

企業市民活動の基本的な考え方

Panasonic  NPOサポート ファンド

Panasonic NPOサポートファンドは、より良い社会づくりに向けて「子ども分野」と「環境分野」で活動する
NPOが安定した活動を継続できるよう、団体の基盤強化を資金面で応援するとともに、事業相談に応じノウ
ハウを共有する場を提供するなど、総合的に支援するプログラムです。2001年の設立以来 78団体（総額：
8,300万円）を応援しています。2002年度に応援した、豊かな自然を未来の子どもたちに伝えるためにさまざ
まな活動に取り組んでいる「特定非営利活動法人つくば環境フォーラム」を訪ね、助成を受けた感想、ご意見な
どを伺いました。

東郷　琴子

特定非営利活動法人
つくば環境フォーラム

「育成と共生」を理念とし、
「子ども」「環境」「福祉」を重点に取り組む

松下電器産業株式会社
社会文化グループ

代表理事田中 ひとみ 氏
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東　郷：助成を受けていた当時を振り返ってみていかがで

すか？

田中氏：助成を受けたのは私たちが団体を設立した2年後

で、事業を行うためにも組織基盤を整えなくてはいけないと

いう意識がありました。助成金はパンフレットの作成費用や、

ウェブサイトの改訂、経理体制を整えるなど、今後の活動を

展開する上での足場を固めることに充当しました。当時はさ

まざまなプログラムの推進に加えて、この基盤強化事業があ

りましたので大変忙しかったことを覚えています。今では、当

時から取り組んでいた「オオムラサキの棲む里山づくり」など

の事業に加え3つの事業を展開しており、活動参加者や会員

も増えました。何よりも活動を通じて私たちの団体に関わっ

てくれる方が増えたこと、その人的財産が私たちを支えてく

れています。

東　郷：サポートファンドでは、皆さんとのコミュニケーショ

ンを大切に応援させていただきました。

田中氏：助成の開始時や中間時、終了時やその間のやりと

りなど、私たちを見守ってくれている、応援してくれているん

だという実感がありました。また、基盤強化のために人件費

なども計上でき、団体を丸ごと応援してもらえたのは非常に

心強かったです。

東　郷：今後の抱負、当社へのご要望などはありますか？

田中氏：サポートファンドを通じて新たな出会いがありまし

たので、同じ助成を受けた団体同士や、松下グループさん

とパートナー事業を創出できると良いですね。

東　郷：サポートファンドを通じてのせっかくのご縁ですので、

新たな取り組みを展開していきたいですね。本日はありがと

うございました。

「特定非営利活動法人つくば環境フォーラム」とは

2001年の設立以来、つくば周辺地域の環境をより良

い形で未来世代に引き継ぐことを目的に、地域の環境保

全・環境教育活動・行政等への提言活動を展開。

主な事業は「オオムラサキの棲む里山づくり」「しぜんっ

こくらぶ inゆかりの森」「筑波山麓自然学校」など。

http://www12.ocn.ne.jp/~tef298/

Hitomi Tanaka

Kotoko Togo

Web
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ギャローデット大学にアストロビジョンの公共広告枠を提供

パナソニック ノースアメリカ（株）（PNA）は2005年10月、

ギャローデット大学にアストロビジョンの公共広告枠を無償

提供しました。同大学は、世界唯一の聴覚障害者のための

教養大学です。同大学には幼稚園や小・中学校も併設さ

れ、幅広い年齢層の方が同大学の掲げる「総合的な教育と

体験」の機会を得ることができます。提供した広告枠では、

同大学の概要やプログラムなどを紹介しました。PNAは

数年前より、同大学に設備・資金面での援助を行っていま

す。2006年にはビデオ制作スタジオを新設し、学内施設や

教材との統合・連携が可能になりました。ほかにもたくさん

のパナソニック製放送用機材が提供され、大いに活用され

ています。

中国・清華大学と「指導力研究開発
センター」を設立

松 下 電 器

は、中国の清

華大学公共管

理学院と提携

し、中国の急

速な経済発展

に対応した人

材育成の加速

や、日中両国

の経済・文化

交流を促進さ

せるため、共同で同学院内に「指導力研究開発センター」

を設立しました。

同センターでは、リーダー人材の能力開発や育成に関

する、松下電器と清華大学のノウハウ・資源を活用して、

中国政府や主要企業幹部を対象にした指導力向上のた

めの研修や課題研究、国際交流活動などを行います。

松下電器は、中国に人材育成センターを設立していま

すが、「指導力研究開発センター」でも、現地経営幹部を

対象とする研修コースを開設する予定です。

中国ブラウン管工場がCSRの
取り組みで受賞

北京・松下ディスプレイデバイス（有）（BMCC）は、

1987年の創業当初より税引き後の利益から1%を出資

し「地方貢献基金」を設立。これまでに約 2,000万元を

提供し、地域貢献に役立ててきました。障害者への支援

も積極的に行い、1991年より今日までの寄付金額は約

620万元になります。雇用面でも農村からの出稼ぎ労働

者に対し、快適な生活施設、職場環境を提供、人材育成

を行っています。さらに環境の面でも、工場の排水を回

収し純水に再生するプラントを導入しました。これらの長

年にわたる取り組みが中国政府に高く評価され、2006

年度には「最優秀社会責任企業賞」「第二回中国優秀企

業公民賞」、「百家企業優秀賞」などの賞を受賞しました。

清華大学との調印式にて（左から清華大学学長
顧秉林氏、松下電器会長　中村 夫）

授賞式でトロフィーを掲げる
BMCC董事長　範文強
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子どもたちに科学の面白さを
伝える課外授業を展開

「子どもたちの科学に対する好奇心を育てたい」。携帯

電話開発会社パナソニックMC開発ヨーロッパ（株）は、

英国政府が出資する「科学・技術者使節」の一環として、

同社の技術者を地元の学校に派遣し課外授業を開催し

ました。例えば、10才児向けのクラスでは、携帯電話の

設計について説明した後、小さなチームに分かれ、おも

ちゃの設計に取り組み、ゲーム方式で競争を行いました。

年長クラスでは事業革新に関する講義を行い、グループ

ごとに与えられた課題に対して、工学スキルとビジネスス

キルを活かして解決に取り組みました。

15年以上にわたって、障害者の
方々が働くレンプロイ社と提携

レンプロイ社は、英国でさまざまな障害を持つ方々の

職業支援を行う政府後援企業です。英国にも複数の拠点

を置き欧州で事業を行う松下グループは、15年以上に

わたってレンプロイ社と提携。戦略開発や研修・人材開

発などへのサポートを継続的に行ってきました。また、パナ

ソニック コミュニケーションズ イギリス（株）では、200人

をプリンター製造ラインで採用。パナソニック マニュ

ファクチャリング イギリス（株）とパナソニックコンシュー

マー販売イギリスでは、扇風機用モーターや携帯電話用

フラッシュメモリの組立てをレンプロイ社に依頼するな

ど、事業における継続的なパートナーシップも築いてい

ます。

米国で家電製品リサイクルイベントを開催

パナソニックノースアメリカ（株）（PNA）は、企業やNPO

団体と連携し、ニュージャージー州セコーカスで2日間にお

よぶ家電製品リサイクルイベントを開催しました。地元の

方々や PNA従業員へ呼びかけ、使用済み製品（テレビ、ス

テレオ、コンピュータ、電池など）346点を回収しました。特

に携帯電話は、非営利プロジェクト「フォン・フォー・ライフ」

に寄付され、自然災害などの被害者の方々に提供されてい

ます。

ニュージャージー州セコーカスで行われた家電製品リサイクルイベント
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常務取締役
人事・総務・保信担当、
多様性推進本部長、
e-Work推進室担当

福島　伸一
3万人

2007年度にめざす「e-Work＠Home」
の対象従業員数

松下電器では、「経営の根幹は人にあり」「モノをつくる前に人をつくる」という創業以来の理念に基づき、さまざ
まな人事施策を展開しています。また、グローバルに事業活動を展開する中で、松下電器従業員の基本的人
権の尊重や安全衛生活動にも力を注いでいます。

松下電器は、これまで「経営基本方針を理解し、常にそ

の方針を体して使命を達成する人材づくり」を推し進めて

きました。2007年度からスタートした新・中期計画「GP3

計画」（P7ご参照）では、「グローバルな人づくりの推進」

「多様性の加速」「さらなる労働生産性の向上」を人事の3

つの重点課題として掲げ、多様な人材や価値観を活かす

組織風土づくりやグローバルに活躍できる人材の確保・

育成などに積極的に取り組んでいます。これらの取り組み

を通じて、「個人の自己実現」と「会社の業績向上」を絶え

ず追求する「元気わくわく企業」の実現をめざしています。

人事の基本的な考え方 2006年度の総括と今後の課題

2006年度は、多様な人材が活躍できる組織風土づく

り、「スキル評価」制度の導入などに取り組みました。安全

衛生面では、国内の災害発生件数を過去最少に抑えるこ

とができました。

2007年度は、「GP3計画」の初年度として、真のグロー

バル経営を実践していくために必要な人材育成・組織風

土づくりのさらなる強化、職種や国境を越えた人材交流

の推進などに取り組んでいきます。

働きやすい快適な環境をつくる

「GP3計画」における人事の重点課題

グローバルな
人づくりの推進

多様性の加速
さらなる

労働生産性の向上
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「e-Work」推進の取り組み

お客様価値や市場の変化に対応するためには、多様

な人材の活用だけでなく働きやすい職場環境の整備を

同時に行う必要があります。松下電器では、情報・通信

技術を活用したe-Workにより、従業員が時間や場所に

関係なくワーク・ライフ・バランスを図りながら持てる力

を最大限に発揮して働く姿を実現するとともに、組織全

体の生産性向上やお客様価値の最大化に結びつけてい

きます。さらに在宅勤務は2007年 4月から対象者約 3

万人を目標に「e-Work＠Home」として本格導入。また

従業員が出張先でも業務が行える「スポットオフィス」を

国内の主要拠点に設置しました。

北米における「e-Work」の取り組み

パナソニックノースアメリカ（株）でもe-Workの取り組

みをスタートしました。市場の変化に俊敏に対応する

「ハイパフォーマンス」な集団となるためには、社員一人

ひとりの強い意思と努力が不可欠であるとの思いから、

「ハイパフォーマンスワークプログラム（HP Works）」を試

行し、社員が仕事と家庭の調和を図りながら、事業の強化、

生産性の向上、および自主自立の職場風土の醸成を進め

ています。「HP Works」では、試行対象の従業員約800

名が、在宅勤務、モバイル勤務、短時間勤務、フレックス

勤務などの柔軟な働き方を選択できます。対象者の

50%を目標に実施する予定で、2007年 3月末現在、61

名が在宅勤務、106名がモバイル勤務やフレックス勤務

などを選択しています。

《 多様な人材や価値観を活かす組織風土づくり 》
世界中のお客様に満足いただける製品・サービスを提供していくためには、性別や国籍・年齢にかかわらず、多様な人材が

持てる力を充分に発揮し、活躍できる組織風土を構築することが不可欠です。松下電器では、意欲と能力を持つ多様な人材

に幅広く活躍の機会を提供するとともに、働き方の多様化の観点から、在宅勤務をはじめとする「e-Work」の推進や従業員が

家庭生活との調和を図りながら働くことができるワーク・ライフ・バランス支援の充実など、積極的な取り組みを行っています。

また、2006年 4月に社長直轄の組織として「多様性推進本部」を設置し、女性の経営参画の拡大や年齢・国籍を問わない多

様な人材の活躍をグループ全体で推進しています。

女性役付者数 

1,268

11

12 12

14

16%

2003 2004 2005 2006 2007

1,476
1,575 1,647

1,751

57

2003 2004 2005 2006 2007

79
89

108

131
女性従業員に占める役付者比率 

女性役付者数と役付者比率の推移 女性管理職（課長クラス以上）人数の推移

● 性別・国籍・年齢にかかわらず、多様な人材が活躍できる組織風土の構築。昨年度の
コミットメント ＞

＞
＞

※松下電器産業および主要関係会社の合計
役付者：主事・参事など資格を与えられた従業員

※松下電器産業および主要関係者の合計
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ワーク・ライフ・バランスへの支援

多様な人材が活躍できる環境づくりの一環として、従

業員のワーク・ライフ・バランス支援にも積極的に取り組

んでいます。2006年 4月には、育児休業制度の取得可

能期間を小学校入学の 4月末までに拡大し、その期間

内に通算 2年間の休業を取得できるようにしました。ま

た復帰後の勤務についても、半日勤務や週 2日、3日勤

務などの短縮勤務が選択できる「ワーク＆ライフサポート

勤務」を子どもが小学校3年生まで取得可能としたほか、

不妊治療のために通算1年間取得できる「チャイルドプラ

ン休業制度」も新たに導入しました。これらに加えて、取

得事例の紹介や管理職用ガイドブックによる教育・啓発

活動など、制度を取得しやすい職場環境づくりにも力を

入れています。これらの活動が認められ、2007年1月に

日本経済新聞社主催の「にっけい子育て支援大賞」を受

賞しました。

障害者雇用の推進

松下電器の日本国内（松下電器産業および主要関係

会社）における障害者雇用率は2.1%で、全民間企業の

平均雇用率（1.52%）や、法定雇用率（1.80%）を上回る

高い雇用率を維持しています。また、地域や行政との連

携により第 3セクター方式による特例子会社を運営し、

重度障害者の雇用に努めています。

松下電器グループ※ 

法定雇用率  1.8%

2.1%

1.52%

全民間企業平均 

※松下電器産業および主要関係会社の合計

《 グローバルな人材育成 》
真のグローバルエクセレンス企業となるためには、人種・

国籍・年齢・性別などに関係なく世界中から優秀な人材を

確保・育成し、適所に配置していくことが必要だと考えます。

経営環境や市場のグローバル化、ボーダレス化がますます

進展する中で、国内外を問わず、グローバルに活躍できる人

材の確保・育成に努めています。

21
23 23 23

26%

2002 2003 2004 2005 2006

パナソニック オートモーティブ
システムズ社でカーナビ開発を
担当

長者　和男

出産は女性しかできませんが、子育ては母乳をあげること以外は男性も

できます。貴重な子育てを自分も経験したいという気持ちで、妻が育児

休業を6カ月取った後に、3カ月間取得しました。仕事はひと区切りつい
たところで他のメンバーに引き継ぎ、職場全体で仕事の分担を調整して

もらいました。育児休業に入る前に妻と一緒に引き継ぎをしてもらってい

たので、公園デビューはスムーズでした。また、話すことが少なかった近

所の方とも仲良くなりました。うれしかったのは、初めてつかまり立ちでき

た時など、子どもの成長を目の前で見られたことで、大変だと感じたの

は、子どもが思い通りにならないということでした。おかげでずいぶん辛

抱強くなったと思います。

男性の育児休業取得者の意見

海外会社社長に占める現地社員比率
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スキルアップ・スキルチェンジを
加速する「スキル評価」の取り組み

松下電器では、それぞれの事業分野でグローバル

No.1を競える「強い現場・元気な現場」の実現をめざし

て、従業員一人ひとりの個性を尊重するとともに、持てる

可能性を最大限に発揮できる環境づくりを重視していま

す。2006年4月に導入した「スキル評価」は、職種別・事

業ドメイン別の客観的なスキル評価基準に基づき、上司

とのコミュニケーションを通じて、社員がイキイキ・わく

わくしながら、より大きなやりがいを求めてチャレンジす

ることを積極的にサポートする仕組みです。

“入り交じる”人材交流の推進

松下電器は従来から「個人の成長」と「事業の成長」に向

け、一人ひとりのスキルアップ・スキルチェンジ、チャレンジ

意欲の尊重、キャリア形成と人材育成、事業・商品力の強

化をねらいとして、積極的に人材交流を推進してきました。

とりわけ、新たな可能性にチャレンジする人材を積極的に支

援することを目的として、スキルとチャレンジ意欲を持つ異

動希望者には100%対応することを掲げ、異動希望につい

ての上司と部下とのオープンなコミュニケーションの加速と

ともに、社内公募などの制度面も充実させ取り組んできま

した。それにより年間約 1,000人が自らの希望による異動

を実現しています。今後は、グローバルに多様な人材が溶

け込むのではなく個性を生かしたまま“入り交じる”姿を実現

するという考えのもと、各部門の現場力向上や事業ドメイン

間の連携強化をめざした人材交流のさらなる加速、拡大に

取り組みます。国や組織、職種の壁を越えて、さまざまな

経験と価値観を持った多様な人材がお互いの多様な個性を

尊重する中で、個人として成長し、組織、事業としても成長

するというWin-Winの関係構築をめざします。

Challenge & Communication

スキルと貢献度に 
基づく処遇 

保有スキル・要求スキルの見える化 

さらなる貢献度アップ 

スキル評価 

特称・格付/報酬 

スキルアップ・ 
スキルチェンジ 

人材育成 

スキルと挑戦意欲に基づく配置 

人材交流 

絶えざるスキルアップ・スキルチェンジ 

「スキル評価」導入後の人事システムの全体像

グローバルに活躍できる
人材の確保・育成

松下電器では2003年に「パナソニック・グローバル・

エグゼクティブ（PGE）システム」を導入。グローバルな視

点から、海外会社の優秀人材の確保・育成と登用に取り

組んでいます。特に基幹人材候補者の計画的確保と登

用を積極的に推進するとともに、各地域研修所と連携し

ながら幹部研修プログラムを充実させてきました。また、

これらの取り組みとともに、海外会社幹部の現地化を加

速させ、グローバルな適材適所を図っています。
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職場の変化を先取りした「労働安全
衛生マネジメント」を推進

「人間尊重」の考え方を基本に従業員の安全と健康を

守るため、職場の変化を先取りした安全衛生・健康づく

り活動を積極的に推進しています。2006年度は、主に

以下の項目に重点を置いた取り組みを行いました。

●改正労働安全衛生法への対応

●リスクアセスメントの実施とリスク削減の推進

●騒音・有害物の作業環境改善対策の推進

●グローバルでの石綿による健康障害防止対策の推進

●過重労働等による健康障害防止・メンタルヘルス対策

の推進

●「健康松下21※」の推進

《 基本的人権の尊重と法令・倫理の順守 》
グローバルに経営活動を行っていくうえで、各国の雇用・

労働に関する法令や倫理を順守しなければならないことは

言うまでもありません。松下電器では、差別待遇の禁止、

結社の自由、団結権の保障、団体交渉権の保障、強制労働

の禁止といった基本的人権の尊重はもとより、各国の法

令・労働慣行・労使関係等を踏まえた適切な雇用・労務管

理を行っていくことを、グループ全体の労働政策の基本方

針としています。

※2001年度から10年計画で進める松下グループ全体の健康づくり運動。

北米における“ダイバーシティ採用”
の取り組み

北米のパナソニックノースアメリカ（株）（PNA）では「ダ

イバーシティ採用プログラム」を実施しています。PNAの

考える“ダイバーシティ”とは単に肌の色や人種の違いを

さすのではなく、個人が持つ多様な技能、能力、興味、

知識、経歴などを幅広く経営に活かしていくという意味

です。PNAでは、従来の採用方法を見直し、ダイバーシ

ティ採用のための面接チームを設けるとともに、個人が

持つ“スキル”を重視。また、より適正な人材を採用する

ために各部門の採用担当者に権限委譲を進めるなどの

取り組みを行っています。経験者採用が中心のアメリカ

で、PNAにおいても大規模な大学での新卒採用は行って

いないものの、本年度は新インターンシッププログラム

を展開し、人材の見極めとOJTを同時に実施しました。

このことによって、重点会社のキーポジションを高スキル

のインターンシップ生という「ダイバーシティタレント」で

充員することができました。今後も、こうした取り組みを

発展させ、多様な人材の採用に注力していきます。

アジアの大学との連携による
“人づくり”活動を推進

アジア大洋州地域では、産学連携を積極的に推進し、

“人づくり”活動に取り組んでいます。具体的には、2007

年よりシンガポール国立大学において、約 3カ月間の講

座を設置するとともに、シンガポールの松下グループ各

社においてインターンシップを受け入れ、講義と実習を

組み合わせたアクションラーニングを行う予定です。

今後このような取り組みをアジア各国で展開していく

ことも検討中で、日本企業への理解と興味を促す場づく

りや将来に役立つ知識・スキルの提供を行いながら、地

域社会における“人づくり”を企業の立場からも積極的に

支援・推進していきたいと考えています。

各国の法律・労働慣行・ 

労使関係等を踏まえた 

雇用・労働管理を 

グローバルに実践 

 

 

労働法令 
の順守 

セクシャル 
ハラスメントの 

禁止 

差別待遇の 
禁止 

児童労働の 
禁止 

結社の自由・ 
団結権保障 

団体交渉権の 
保障 

強制労働の 
禁止 

安全衛生 
マネジメント 

最低賃金の 
順守 

シンガポール国立大学での講座の様子
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2008年度までの3カ年計画を策定し、
安全衛生管理を強化

2006年度は3カ年計画を策定し、2008年度までに

全事業場において労働安全衛生マネジメントシステムに

よる自律型管理体制を構築し、重点災害※ゼロ、作業環

境の要改善職場ゼロ、健康管理では肥満陽性率の低減

やメンタルヘルス教育実施を推進します。

2006年度はリスクアセスメント結果に基づく対策を実

施した結果、災害の発生件数は過去最少となり、重点災

害の発生比率は前年の17%から16%に低下しました。

作業環境管理では、作業環境測定結果に基づき着実な

改善活動を進めた結果、改善が必要な27カ所について

18カ所で対策を完了。新たに改善を要する作業場を含

め、今後 15カ所について継続して改善活動を進めます。

また石綿に関しては、グローバルでの設備・副資材、建

物の飛散防止対策を推進しています。露出状態で飛散

の恐れのあるものについて国内は対策を完了させ、さ

らに海外の事業場に対し石綿使用状況を調査し、2007

年度中に対策を完了する予定です。健康管理では、時

間外労働が長い従業員への産業医による面接指導やメ

ンタルヘルスに関する社内教育などに重点的に取り組む

とともに、健康づくり活動の支援策として「健康松下21」

を中心に健康講習会や禁煙活動支援に取り組みました。

中国における安全衛生の取り組み

中国では、各社で安全衛生委員会を設けるほか、中

国に製造拠点のある全グループ会社が参加する「松下在

華グループ安全衛生委員会」を設置し、地区代表委員に

よる安全衛生パトロールや各種研修会、「100日間安全

無事故」活動などを展開し、安全衛生管理の高位平準化

を図っています。さらに各社で労働安全衛生マネジメン

トシステムの導入を進めています。その結果、事故発生

率は年々減少しています。

パナソニック欧州会議（PEC）
を設置

欧州では1994年に採択されたEU指令※を受け、いち

早く労使間の自主協定を締結し、パナソニック欧州会議

（PEC）を設置しています。2006年度は、14カ国より30

人の従業員代表がドイツに集まり、3日間にわたって経営

戦略や事業課題、雇用、労働条件に関する情報交換や

経営幹部との活発な協議が行われました。

※欧州連合域内の2カ国以上にわたって1,000人以上を雇用するすべて
の企業に汎欧労使協議会の設置を義務付ける指令。

※設備による「はさまれ・巻き込まれ」災害。

0.14

0.36 0.35 0.39

1.77 1.78
1.85

0.09 0.09 0.11 0.11

1.95

0.40

2002 2003 2004 2005 2006

全産業 
電気機械製造業 
松下グループ 

※松下電工、パナホーム、日本ビクターを除く。

※

労働災害発生頻度（休業災害）
（件/100万時間）



2006年度の成果と今後の課題

《グローバル企画委員会 》のご紹介
「グローバルパナソニック（Global Panasonic）」としての「CSR経営」を実践するための重要な

取り組みの一つが、グローバルな説明責任を果たすことだと考えます。2006年度は、松下電器の

取り組みをより分かりやすくお伝えすることをめざし「グローバル企画委員会」を編成。国内および、

北米、欧州、中国からのメンバーも参加し、報告書とウェブサイトの企画・制作に取り組みました。

取り組み領域 昨年度のコミットメント 2006年度の実績 自己評価 今後の課題

品質 ●「品質早期監視システム」の
グローバル展開。

● FF式石油暖房機回収対象
機種の全数把握。

● FF式石油暖房機対象製品の事故ゼ
ロ（2007年 3月末時点の名簿把握
率69.7%）。

●「品質早期監視システム」は商品ごと
にばらつきはあるものの、海外向け
商品まで対象範囲を拡大。

●新たな製品安全問題が2件発生。

△ ● FF式石油暖房機対象製品の事故ゼロへの取り
組みを継続（全数把握に向けた活動の継続）。

●全社的推進のさらなる拡大、システム改善によ
る対応の迅速化。

ユニバーサル
デザイン
（UD）

●音声・ウェブサイト等の新し
い設計ガイドラインの定着。

●20品目以上で音声案内を搭載。英
語のガイドラインも整備中。

●松下電器ウェブサイトのアクセシビ
リティレベルが向上。

○ ●UD活動のグローバル展開。
●国内全社員を対象としたeラーニングの実施。

情報セキュリティ ●情報セキュリティが自律的に
向上する組織づくり。

●モノづくりにおける情報セキ
ュリティ強化、等。

●情報セキュリティが自律的に向上す
る組織をほぼ達成。

●グローバルに迅速に事故情報を把
握し、お客様第一の視点で対応で
きる仕組みを構築。

○ ●中期計画として、ITセキュリティの強化、見える化、
新たな脅威に対する技術情報保護の強化が柱。

●2007年度は I Tセキュリティを重点的に取り組む。

コンプライアンス ●コンプライアンスに関する企
画・ルールの策定・推進・モニ
タリング等の機能の充実強化。

●グローバルに貿易コンプラ
イアンスなどの各種取り組
みを推進。

●独占禁止法違反の再発防止のた
め、法令順守と高い企業倫理の実
践を全社に再徹底。

●国内で「コンプライアンス強化月間」
を設定、貿易コンプライアンスのグ
ローバルな取り組みを実施。

○ ●独占禁止法の順守状況のモニタリング機能の充
実強化。

●「コンプライアンス強化月間」の世界各地への拡
大とグローバルなコンプライアンス体制の一層
の強化。

グローバル調達 ●取引基本契約の全取引先と
の再締結および、それに基
づく監査を実施。

●取引基本契約はグローバルに8割
で再締結完了。

●環境、品質、情報セキュリティなどに
ついて取り組みレベルを評価し監
査頻度を決定する「CSR調達評価
制度」を開始。

○ ● 9月までにグローバルで取引基本契約書の再締
結完了を推進。

●アジア・欧米など各地域で購入先に対して「CSR
調達方針説明会」を実施して、徹底。

企業市民活動 ●取り組み方針のグローバル
な共有と情報収集の仕組み
を整備。

●欧州のCSR会議で、グループ各社
の責任者に取り組み方針を発信し、
グローバルな連携を呼びかけた。

○ ●今後CSR活動のネットワークを通じて、各地域と
の連携強化を図り、3分野「子ども」「環境」「福
祉」に重点化。

人権・労働・
安全衛生

●性別・国籍・年齢に関わら
ず、多様な人材が活躍でき
る組織風土の構築。

●ワーク・ライフ・バランスを支援する
勤務制度・休業制度をさらに充実。

●多様な人材の積極的な採用・育
成・登用を推進。

◎ ●多様な人材や価値観を活かす組織風土づくり。
●グローバルに活躍できる人材の確保・育成。
●「e-Work」を中心とした働き方の多様化の加速。

環境経営※ ●製品における環境効率（温
暖化防止、資源の有効利
用）のさらなる向上。

●生産段階での環境パフォー
マンスをグローバルに向上。

●「温暖化防止ファクター2.8」を達成。
●グリーンプロダクツ開発率 96%
達成。

●グローバルでクリーンファクトリー認
定率78%達成。

○ ●製品における環境効率の向上。
●全工場における環境パフォーマンスの向上。
●グローバルに環境経営を進化。

CS
（お客様対応）

●「総合コンタクトセンター」を
中心に、お客様の声を商品
に反映する仕組みをさらに
加速。

●お客様の声を商品に反映する取り
組みを全社に展開するため「全社
VOC※ 委員会」を発足。

○ ●「全社VOC委員会」の活動を通じて、先行する事
業ドメインや他社の成功事例・課題を全社で共
有し、高位平準化をめざす。

※VOC: Voice of Customer（お客様の声）

※詳細は「環境デー
タブック2007」を
ご覧ください。

自己評価：◎（目標以上）、○（目標達成）、△（目標一部未達）

1.パナソニックヨーロッパ（株）

2.コーポレートコミュニケーション本部

3.CSR担当室

4.パナソニックチャイナ（有）

5.パナソニックチャイナ（有）

6.パナソニックノースアメリカ（株）

7.コーポレートＲ＆Ｄ戦略室

8.コーポレートＲ＆Ｄ戦略室

9.法務本部

10.CS本部

11.情報セキュリティ本部

12.社会文化グループ

13.環境本部

14.調達本部

15.品質本部

16.労政グループ

パメラ ファンデル

乾　逸子

有川　倫子

王　小偉

王　彦峰　

高橋　治

浅原　重夫

松岡　政治　

岸本　雅弘

柴　信夫

帯刀　静夫

永見　英弘

工藤　慎一　

浅井　潤

北山　茂

弓場　良平

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8.

9. 10. 11. 12. 13. 14. 15. 16.



The Panasonic Report for Sustainability 2007 40
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松下電器では、世界中のお客様へCSR活動をご報告するため、
従来の冊子に加え、ウェブサイトによる報告にも力を入れて取り組んでいます。

冊子とウェブサイトが一体となったCSRレポーティング

CSRレポート

+松下電器の CSRへの姿
勢・基本的な考え方を伝
えるメッセージ

冊 子
具体的な事例や定量的
成果を伝えるデータファ
イル

ウェブサイト

松下電器　CSR サイト

松下電器トップページの「CSR」をクリック！

GRIガイドラインや環境報告書ガイドライン
による検索も可能

ウェブサイトの特徴を活かした動画配信などの
新たな取り組みを展開

特徴-2

冊子に掲載している情報に加え、豊富な事例や
データを掲載

特徴-1

特徴-3

ウェブサイトの紹介



気候変動と新たなサステナビリティの課題

気候変動、石油価格の高騰、エネルギー供給の安全問題

などが浮上することによって、社会の多くの場面においてサ

ステナビリティが最も重要な問題と受け止められるようになっ

た。IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の第4次報告書

は、二酸化炭素とその他の温室効果ガスによる深刻な影響

を避けるために対策を打つことのできる猶予期間は、あと

10～ 15年しかないとの警告を発した。これに対応して、既

に多くの企業が二酸化炭素とその他の温室効果ガスの排出

量を減らすための総括的な戦略を構築している。中には、数

年間で完全なカーボンニュートラルを達成するという目標を

掲げる企業も数社登場している。

松下電器は確かに気候変動について取り組んでいる。しか

し、まだ二酸化炭素総排出量の削減目標を打ち出していな

い。そして、事業活動および製品使用時の二酸化炭素排出

量により、国際競争力をいくらか失いつつある。

それゆえ、私たちは松下電器が次の基準に基づいた、気

候変動への総括的戦略を構築することを提案する。その基

準とは、1.エネルギーの使用を避ける 2.使用量を削減する

3.再生可能なエネルギーに切り替える 4.最後の手段として

オフセット（相殺）※を考える、というものである。松下電器は、

化石燃料に大きく依存している現状から再生可能なエネル

ギーへ大きくシフトする必要がある。その観点から、いくつか

の工場でカーボンニュートラルに取り組むことを奨励する。

松下電器の位置づけと戦略

単に環境負荷の削減にフォーカスすることと、持続可能な

発展をすべての取り組みの目標として基幹事業とイノベーショ

ンに取り組み、真の変革を行うことの二つには違いがある。

「グローバルエクセレンス」を達成するためには、システム的

な視点が必要である。そして、事業活動を通じて社会が活力

を取り戻すことを明確な目標に掲げ、人間の真のニーズを満

たすための新しい可能性に焦点を当てる戦略が必要である。

松下電器には、経営哲学と「地球環境との共存」を含む総

括的なビジョンという、新しい戦略を構築するための優れた

基礎がある。そのビジョンを、「炭素使用量が少ない持続可

能な社会における成功」という明確な原則により、さらに発

展させることができる。

私たちは、松下電器が2007年中に、新たな戦略的サス

テナビリティプラン2020を策定することを提案する。このプ

ランは持続可能な社会の原則からバックキャスティングして

策定され、重要分野の絞り込みとチャレンジングな目標設定

が行われるべきである。このことによって同プランは、松下

電器の社会・環境面の課題とその取り組みを統合するため

の基盤となる。そして、その戦略に沿って、クリーンファク

トリーの概念をサステナブルファクトリーへと切り替えてい

くことができる。

サステナビリティプランは、松下電器の成長戦略の総括的

なガイダンスとなるべきであり、また、重要なステークホル

ダーとの新しい共同戦略の土台ともなるべきである。同プラ

ンの構築にあたっては、社外の有識者によるアドバイザリー

グループを設置することが望ましい。

松下電器が定期的な研修プログラムを通して、従業員の

持続可能な発展に関するスキルと意識の向上に努力してい

ることは、大変評価できる。とくに2006年 4月に導入され

た全社的な「スキル評価制度」は、日本企業の中でも称賛す

べきパイオニア的な試みである。

中国で持続可能な発展を促進させる

中国の人々の生活水準を上げるための経済発展は、持続

可能な社会の制約条件の中で行われる必要がある。それ

は、壮大なチャレンジである。そして、中国で事業を行う企

業は、社会のステークホルダーの1つとして積極的にその責

任を負う必要がある。

松下電器は2つの分野でさらに進歩することができる。一

つは、既存の内部監査を活かしたサプライヤーの労働環境監

査であり、もう一つは、中国がエネルギー効率を大幅に高め、

温室効果ガスの排出量を減らし、再生可能なエネルギーを

開発するための取り組みへの支援である。これらの分野にお

いて中国はスタートラインに立ったばかりであるため、松下

背景

今、世界は、持続可能な社会へと切り替わる過渡期にある。私たちは、松下電器がこの過渡期に社会の転換をサポートする

ために重要な役割を果たしていると考える。松下電器のトップマネジメントは、持続可能な社会へ向けた取り組みに対する明確

なコミットメントを発信しており、それが会社全体に浸透している。そして、消費者と協力して取り組む準備もできてきている。松

下電器の経営哲学、総括的なビジョン、また、それらを事業に適応させた環境・CSRの取り組みはめざましい。これら取り組み

の積み重ねが、会社全体の意識を一段と高める上で確固とした基盤となるだろう。

昨年、社会のサステナビリティへの関心が急速に高まり、サステナビリティへの取り組みは大きく向上した。企業が、持続可能

なリーダーシップや実質的なコミットメント、具体的な対策に注力していることは喜ばしい傾向であり、世界にとって今、まさに必

要なことである。しかし、この激動する世界の中で企業に求められているリーダーシップは、これまで松下電器に求められていた

リーダーシップよりかなり高いレベルのものになっている。私たちは、松下電器が世界でリーダーシップを取るために鍵となる重

要な5つの項目にフォーカスを当てて報告する。

第三者意見

松下グループの活動についての持続可能性分析報告書

2007年4月スウェーデン・英国



電器がこれらの分野で活動すれば、画期的な成果が得られ

る可能性は日本での可能性よりも高いだろう。

製品の「グリーン化」とサステナブルな製品

人間の真のニーズを満たすサステナブルな製品・サービス

の提供は、持続可能な社会のために不可欠である。あらゆ

る場面で原料と資源が持続可能な方法で使用される社会を

目指し、広範囲・急速にシフトすることが必要である。

原料と資源は、松下電器が得意としている分野である。

2006年度のグリーンプロダクツ（以下、GP）開発率は96%
で目標の 74%を超えた。ダントツGPの製品数は増加し、

スーパーGPも1製品創出することができた。私たちは松下

電器との対話の中で、GP、ダントツGP，スーパーGPの3つ

の基準は、十分に厳密で、要求水準が高く、取り組みを加速

させるものなのかについて質問をした。これらの基準が包括

的に再検討され、できれば外部の評価を受け、必要な部分

は強化されることが望ましいと考える。

私たちは、松下電器の驚くべき技術力が、社会のニーズに

応えるブレークスルー、あるいは段階的な課題解決に利用さ

れるべきであると考える。家庭用燃料電池は、その一つの

例であるが、その他の製品・サービスにおいても、同様の画

期的な進歩が急務である。そうすれば、炭素の使用・排出

が制約された世界の中で個人がより責任ある生活を送れる

ようになるからである。

社会とのエンゲージメント

社会の根本的な変革は、すべてのステークホルダー、つま

りサプライヤー、顧客、競合他社、政府機関が協働して初め

て達成できるものである。それゆえ、社会とのコミュニケー

ションを深めることが松下電器にとって決定的に重要な役割

を果たすことになる。

松下電器が「社会・環境報告」「環境データブック」において

技術的なデータを広く社会へ報告する取り組みは評価する

が、その内容がまだ複雑で難解である。松下電器はコミュニ

ケーションの主要なターゲットを特定し、それぞれのグループ

とのコミュニケーション方法を開発していくことが求められ

る。また、グローバルに報告を行う際は、文化の違いも考慮

に入れることが大切である。

以前にも述べたように、松下電器の中で起きている変化

が何を意味しているのか、また、松下電器が直面している課

題と挑戦について、報告書でさらに議論されることを望む。

ステークホルダーと協力した取り組みは、広い範囲で可能

である。Eco&Ud HOUSE（イーユーハウス）は、消費者にエ

コライフを体験する機会を提供するとてもいい事例である。

このような情報をさらに多くの人々に知ってもらうために、イ

ンターネットを活用してはどうか。松下電器の「地球を愛する

市民活動（LE活動）」は社員が幅広く参加しているという点で、

もう1つのいい事例である。LE活動の次のステップとして、

環境面の持続可能性のコンセプトを社会面の持続可能性の

コンセプトにつなげたり、松下のコアビジネスとの関連性を

強めたり、松下が発売する製品が消費者のライフスタイルに

影響を与えるようにすることを提案する。

ナチュラル・ステップ・英国会長

英国持続可能開発委員会委員長

ジョナサン・ポリット

ナチュラル・ステップ・スウェーデン

シニア・アドバイザー

レーナ・ヨハンソン
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※オフセット（相殺）
使わない、削減する、再生可能なエネルギーに切り替えるなどの対策ができない場合、排出する二酸化炭素の分を発展途上国における省エネ対策、再生
可能なエネルギーへの切り替えなどによって削減できる二酸化炭素分とで相殺することをいう。

国際NGOナチュラル・ステップは、意思決定者

に、一般的な科学を基盤にサステナビリティを理解

してもらい、真にサステナブルな方法で意思決定を

するためのフレームワークを提供します。そのことに

よって、システム的な変革を促し、社会の触媒として

の役割を果たしています。真のリーダーシップには、

地球規模のシステムを考える視点と、サステナブル

な社会のビジョンに基づいた、セクター間の協力へ

の積極的な姿勢が求められます。

ナチュラル・ステップについて

2007年2月 ロンドンでの対話の様子



松下電器産業株式会社
CSR担当室
〒105-8581 東京都港区芝公園1丁目1番2号
TEL:03-6403-3126 FAX:03-6403-3427
インターネットでのお問い合わせは、当社ウェブサイトよりお願いいたします。

panasonic.co.jp/csr/contacts/enq/
2007年6月発行
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